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1巻頭言

巻 頭 言

わが国の現代都市が、地震に対してかくも脆弱で

あることが露わになった1995年の阪神・淡路大震災

からもう15年が経とうとしている。この大震災以降

も、2000年鳥取県西部地震から2007年新潟県中越沖

地震に至るまで被害地震は絶えることはなく、さら

に、南海トラフの大地震（東海、東南海、南海）が

今世紀中盤までに到来する可能性は極めて高いと認

識されている。

耐震工学の歴史を振り返ると、1964年新潟地震に

おける液状化、1968年十勝沖地震におけるRC柱の

せん断破壊、1995年阪神・淡路大震災における数多

く倒壊した古い（既存不適格）建物に代表されるよう

に、この学問領域は古来「被害地震に学ぶ」ことか

らその技術を発展させてきた。滅多にやってこない

大地震、強震動を正確に予測することの難しさ、経

験を重視してきた建設技術の歴史等を考えれば、

「被害地震に学ぶ」態度もうなずける。

だけれども、われわれの社会、特に大都市圏は、

この40年間ですっかり様変わりした。1960年代初め

には超高層ビルもなければ地下鉄路線も今ほど多く

はなかったし、ウオーターフロントも閑散としてい

た。一方今を見ると、超高層建物が林立し地面の下

はトンネルだらけ、ウオーターフロントも諸施設で

ふさがれ、そしてグローバリゼーションの名のもと

に大都市は24時間いささかも休むことなく動いてい

る。そんな密度の濃い社会、高機能への要求が止ま

ない社会が、大きな地震を受けたら一体どうなるの

だろう。

国の富が限られていたころは、命が助かれば幸い

で資産を失うのもしょうがないと認識されていたも

のが、豊かになった今では、安全と人命保護は言う

に及ばず、大地震の直後にも「生活の質の保証」に

気配りしなければならなくなった。また経済が右肩

上がりであれば、地震で資産を失ってもそれをバネ

に「スクラップアンドビルト」を実践できたけれど

免震の実力・・擬似被害地震から学ぶ

中島正愛京都大学防災研究所　教授
（独）防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター　センター長

も、社会が成熟する一方で少子化や高齢化も加速

し、加えて「生活の質の保証」に対する要求がい

やがおうにも高まる21世紀のわが国において、「被

害地震に学ぶ」という姿勢はもう許されそうにな

い。被害地震を受けた後ではもう取り返しがつか

ず、過去に経験したことがない種類と大きさの被

害に悩まされ、そして復興に対する人的物的資源

が圧倒的に不足して、つまるところ、わが国がそ

の後長い間立ち直れない可能性は十分にありうる。

今こそわれわれの想像力を最大限に活かして、

現代都市を襲う地震被害の様相を的確に予見・予

測し、実際の被害に先手を打って防御策を講じな

ければ、もう子孫に合わす顔がない。でも具体的

には今なにができるのだろう。「被害地震に学ぶ」

は踏襲しつつもそれに一歩先んじるために、「擬似

被害地震に学ぶ」姿勢への転換をめざすべきだと、

私は主張したい。なぜなら、わが国にはそれを可

能にする仕組みがあるのだから。ご承知のように、

先の大震災を契機に超大型の振動台設備（Ｅ－ディ

フェンス）の整備が進み、2005年以来各種の大型実

験研究が展開されている。この施設がもつ特長や

能力は、「擬似被害地震に学ぶ」絶好の場を提供し

てくれるはずだ。

先に、今では安全と人命保護はもとより大地震

の直後にも「生活の質の保証」が求められる、と

書いた。一方で、首都圏を始めとするわが国の大

都市がますます巨大化し、そして濃密、高速、高

機能への果てしない要求に応えるために急速に変

化する社会の様相をみるとき、構造物が崩壊する

ような惨事は起こらなくても、その機能が失われ

れば社会が大混乱するであろうことは容易に想像

できる。「擬似被害地震に学ぶ」は構造物の損傷や

崩壊に限ったことではなく、構造物の機能保持や

事業継続にも適用されるはずだ。

さてここで免震、「機能保持」の切り札としてそ
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の適用は拡がり続け、「めんしん」という言葉も国

民の間に浸透してきた。これも、日本免震構造協会

会員諸兄を始めとする、免震の開発と普及に尽力い

ただいている関係者の不断の努力のたまものであ

る。ただ、関係者はとうにご承知のように、免震は

「被害地震」の洗礼を受けその威力の実証が積み重

ねられてはきているけれど、まだ「まことの実力」

が完璧に証明されたとは言いきれない。特に何が心

配かといえば・・南海トラフの大地震によって起こ

りうる「長周期地震動」に対する免震の実力である。

なにせ免震は自身が長周期化しているので、長周期

地震動に対しては相対的に揺れやすいはずだから。

この懸念に対して「擬似被害地震に学ぶ」機会を

提供すべく、Ｅ－ディフェンスでは、災害時にこそ

機能しなければならない医療施設への適用が増えて

いる免震が医療施設の機能を完璧に確保しうるかど

うかを調べる大型実験を、2007年度に始まった「首

都直下地震防災・減災特別プロジェクト（文科省開

発局）の一環として実施した。

この実験では、RC4階建て免震病院試験体をＥ－

ディフェンスのなかに造った。この試験体に、断層

近傍強震動（阪神・淡路大震災時JMA神戸記録等）、

従来型設計地震動（基準化1940年エルセントロ波）、

長周期地震動（模擬地震動）を入力して、また比較

の対象としてRC4階建て耐震病院試験体に対する実

験も実施することから、免震効果のほどを検証した。

RC上部構造部分では、1階に撮影室、2階に診察室、

3階に手術室、4階に病室と、実際の病院にできるだ

け近い層配置とし、また各階には現実に近い設置条

件に従って各種医療設備を配した。

さてこの免震病院試験体はどう揺れたのか。断層

近傍強震動やエルセントロ波に対しては免震の効果

はてきめんで、耐震病院試験体に比べて揺れ（床加

速度応答）は遙かに減り、また各種機器や施設の機

能も完璧に保持された。一方長周期地震動に対して

は、両試験体の床加速度応答はほぼ等しいけれど、

揺れの周期が長い分、キャスターが付いた各種設備

（ベッドや人工透析器等）は、むしろ免震病院試験体

の方が大きな動きを示し、ときとして設備類が衝突

する様子も見られた。この実験は、キャスター付き

設備ではキャスターをロックしておかないと、免震

であってもそれが長周期地震動を受けたときには相

当動くことを示し、一方で、医療施設はその機能上

の理由から、キャスターが付いた移動設備が極めて

多い事実を目の当たりにさせた。擬似被害地震に学

んだこの機会は、将来の免震技術開発に対して有益

な教訓を与えてくれたと思う。

免震に関わるわが国の技術開発はなお旺盛で、最

近では超高層建物への適用や超大型免震装置の開発

も増えている。これらの努力がわが国の地震被害の

軽減と社会と生活の安寧に大きく寄与することは疑

いない。ただ「めんしん」に対する国民の信頼に応

え続けるためにも、新しい技術開発に対しては「擬

似被害地震に学ぶ」姿勢を堅持していただきたいと

願っている。
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3免震建築紹介

1 はじめに
犬山市庁舎は隣接する現庁舎の建て替え計画であ

り、新庁舎建設後、移転・解体の後、外構整備を行

う予定である。

新庁舎は市民サービス・市民活動・まちづくりの

3つの拠点となることを求められ、庁舎にふさわし

い安全性・機能性・快適性を備えるほか、環境にも

配慮し、自治と文化のシンボルとして市民の誇りと

なる庁舎を目指している。

2 建物概要
所 在 地：愛知県犬山市大字犬山字東畑36

建 築 主：犬山市

設 計 者：（株）久米設計

監 理 者：（株）久米設計

施 工 者：（株）竹中工務店

用　　途：事務所（庁舎）

建築面積：2,448.835m2

延べ面積：9,754.00m2

階　　数：地上7階、地下1階

軒　　高：27.94m

最高高さ：32.84m

構造種別：地上階　鉄骨造　

地下階　鉄骨鉄筋コンクリート造

免 震 層：基礎免震

基　　礎：直接基礎（べた基礎）

支 持 層：設計GL-3.7m以深の洪積砂礫層

3 建築計画概要
外観には国宝である犬山城や、その城下町の町屋

をイメージした瓦・瓦調外壁タイル・切妻屋根・縦

ルーバーを採用し、城下町の一角として景観形成を

リードしようと意図している。

建物内は、行政の執務室と議場からなる高層部と

市民エリアの低層部が吹抜けを有する市民プラザで

繋がれており、高層部の地下には部分的に書庫や機

械室が配置されている。

免 震 建 築 紹 介

犬山市庁舎

内山 晴夫
久米設計

神崎　健
同

図1 北西側外観パース

図2 建物構成（Ｙ方向断面）

図3 Ｙ方向軸組図
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4 構造計画概要
地上部の構造種別は事務室空間のフレキシビリテ

ィを高めるためにS造の純ラーメン構造とし、部分

的な地下は1階床と剛な挙動を示すようにSRC造の

耐震壁付きラーメン構造とした。平面形状は2階ま

でが約40m×57m、3階から約40m×29mで整形な建

物であるが、重量偏心が生じるために免震層ででき

るだけ調整することとした。高層部の隅柱下の免震

支承に引抜き力が生じないよう、外端スパンは内側

スパンよりも梁せいを小さくした。吹抜けとなる市

ム支承はS2≒5のものを採用し、鉛と鋼材は基準風

速の1.25倍の風圧力に対して降伏しないように選定

した。

免震層の偏心率は、極めて稀に発生する地震動時

相当の275%ひずみ時に0.1%となるように設定した。

免震装置の配置を図4に、施工状況を写真1、2に示す。

4 MENSHIN NO.66 2009.11

天然ゴム系積層ゴム支承

鉛プラグ入り積層ゴム支承

鋼材ダンパー

弾性すべり支承

図4 免震装置の配置

表1 耐震性能目標

民プラザの屋根にはブレースを入れ、高層部から

伝達される水平力に対処した。6階の議場周りは下

階の執務空間とスパンが変わって陸立ち柱となる

ため、それを受ける梁と共に上下動を1G考慮した。

基礎は、支持層の洪積砂礫層がGL-3.7mで、地下

水位がGL-1.5mのため、浸水と浮上りを考慮してマ

ットスラブによる直接基礎とした。

地震時の防災拠点として機能維持を図るため、

耐震性能目標を表1のように設定した。

5 免震計画概要
免震層は基礎免震として、クリアランスを水平

方向600mm、鉛直方向50mmとした。

支承およびダンパーには、天然ゴム系積層ゴム

支承、鉛プラグ入り積層ゴム支承、弾性すべり支

承、および、U型鋼材ダンパーを使用した。積層ゴ
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6 地震応答解析概要
設計用入力地震動は表2に示す告示波3波（八戸位

相、神戸位相、一様乱数）、観測波3波（EL CENTRO、

5免震建築紹介

写真1 鉄骨０節建方状況 写真2 弾性すべり支承上部の鉄骨取合い

TAFT、HACHINOHE）とし、告示波では表層地盤

による増幅を考慮した。

表2 設計用入力地震動

振動解析モデルは免震層下部を固定とし、部分

地下を1階床に含めた8質点系等価せん断モデルと

した。上部構造の復元力特性はリニアとし、内部

粘性減衰は上部構造の一次固有周期に対して2%の

剛性比例型とした。免震装置の復元力特性は、天

然ゴム系積層ゴム支承をリニア、鉛プラグ入り積

層ゴム支承をひずみ依存型修正バイリニア、弾性

すべり支承とU型鋼材ダンパーをノーマルバイリニ

アでモデル化した。

モデル化では免震装置の性能のばらつきとして、

製造時・温度・経年・速度・面圧・周期などの変

動を考慮した。

上部構造および上部構造と免震層を一体とした

モデルの固有周期を表3と表4に示す。

極めて稀に発生する地震動時の最大応答結果を表

5と図5に示す。性能のばらつきを考慮した上で、全

て設計クライテリアを満足する結果となっている。

表3 上部構造の固有周期（s）

表4 免震層一体の固有周期（s）
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7 まとめ
本建物は、昨年9月に着工し、本年10月末の竣工

を目指して現在最後の仕上げが行われているところ

である。建物として期待どおりの活躍を願う次第で

ある。

6 MENSHIN NO.66 2009.11

表5 極めて稀に発生する地震動に対する最大応答結果

図5 極めて稀に発生する地震動時の最大応答結果（X方向ばらつき考慮）

写真3 竣工間近の南東側外観
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7免震建築紹介

1 はじめに
最新の高度医療への対応、耐震安全性向上などを

目的とした建替えの必要性に迫られる病院は多い。

しかし市街地にある病院の多くは敷地内に十分な新

設スペースがなく、また仮設病棟建設には多大な費

用を要するなど現地建替えには課題が多い。そのた

めに現地建替えを断念して郊外に新病院が移転さ

れ、住民が不便を蒙るケースも散見されている。

本稿では、既存病棟の上部に新病棟を建設するこ

とにより、狭隘な敷地での建替えを計画した事例を

紹介する。なお本建物は平成23年の最終竣工を目指

して現在施工中である。

2 建築概要
建 設 地：岐阜県鹿島町7丁目1番地

建 築 主：岐阜市

設 計 者：山下・岐創設計共同企業体

施 工 者：熊谷・共栄・松永特定建設工事共同企業体

延床面積：22,684.55m2

階　　数：地上11階、塔屋1階、地下なし

最高高さ：49.48m

構造種別：鉄骨造

構造形式：基礎免震構造

（ただし1期竣工時は制振構造）

基礎構造：直接基礎

3 新棟建設のプロセス
中央診療棟、外来診療棟、西病棟の既存3棟の内、

耐震性に劣り老朽化が進む外来診療棟及び西病棟を

改築する計画である。敷地内には大きな空きスペー

スがなく、また病院機能上も既存西病棟の位置に新

病棟を建てるのが最善と判断された。その際に敷地

内の駐車スペースに仮設病棟を建設する案も検討さ

免 震 建 築 紹 介

岐阜市民病院

早野 裕次郎
山下設計

沢崎 詠二
山下設計

三橋　建
元・山下設計

図1 新病棟外観パース 図2 一般病棟階（8階）平面図
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れたが、仮設病棟使用期間の不便さ、仮設棟に要す

る多大な建設費等の理由により見送られた。

そこで若干異例な方法ではあるが、西病棟の上部

にまず新病棟を建設して西病棟の機能を移し、西病

棟解体後に低層部に外来診療部門を造る計画とした。

新棟建設のプロセスを図3と図4に示す。

4 制振構造から免震構造へ
（1）構造計画の基本方針

地域の中核病院として大地震後にも機能維持を図

る必要があることから、免震構造を採用した。ただ

しⅠ期竣工時においては、基礎構造を一体で構築で

きないことより、免震構造として機能させることは

困難と判断した。この状態ではトップヘビーとなり

病棟階は地震時に大きく揺れる。免震構造化される

までの期間は長くはないものの、その間の耐震安全

性を確保するため制振構造として計画した。この制

振ダンパーはあらかじめストロークを長くしておく

ことにより、免震構造のダンパーに転用する。

また西病棟を跨いで高層部を構築するために、

ISS（設備階）にトラス構造を設けて上部病棟階の

重量を支持する計画とした。

（2）制振構造の概要

Ⅰ期竣工後の制振構造は、粘性ダンパーと履歴型

ダンパーの組み合わせとして計画した。粘性ダンパ

ーは2～5階に、減衰効果を高めるために2層に渡って

配置し、制振構造における小変形から免震構造に転

用された後の大変形まで有効に働く減衰こま（最大減

衰力1,400kN）を採用した。履歴型ダンパーは2～5階

の各階に配置し、低降伏点鋼LYP225を用いた座屈拘

束型ブレース（最大減衰力2,500kN）としている。

なお制振構造における、免震層での力の伝達は以

下によっている（図6参照）。

図3 改築手順の概要（配置図）

図4 改築のプロセス
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①　長期軸力は免震アイソレーターが支持する。

②　地震時水平力は、1階スラブと擁壁を繋げる

ことにより、擁壁が負担する。

③　地震時付加軸力は、軸力の小さい部位では免

震アイソレーターにより、軸力の大きい部位

では仮設の鉄骨支柱により伝達する。

（3）免震構造の概要

既存西病棟解体～基礎構造と免震層の完成～免震

層の仮設支持材撤去～上部ダンパーの免震層への移

設、以上のプロセスを経て、建物は制振構造から免

震構造へと生まれ変わる。

免震部材としては、天然ゴム系積層ゴム、鉛プラ

グ入り積層ゴム、直動ころがり支承、粘性ダンパー

を採用している。直動ころがり支承は引抜き力が生

じる位置に配置し、鉛プラグ入り積層ゴム位置はフ

ェーズ2～4のいずれにおいても偏心量が小さくなる

よう、多数のケーススタディを元に決定した。

5 耐震安全性の検証
（1）耐震安全性のクライテリア

フェーズ1（制振）とフェーズ2以降（免震）における

耐震安全性の目標を以下のとおり設定した。

（2）設計用地震動

地域特性を考慮したサイト模擬地震波を作成した

が、それらが告示模擬波よりも小さくなることを確

認の上、設計用地震動を以下に設定した。

9免震建築紹介

図6 免震層における力の伝達

図5 制振ダンパーの配置

図7 免震装置の配置

上部構造総重量（kN）

ゴムのみ周期（sec）

レベル2時等価周期（sec）

等価粘性減衰定数（%）

フェーズ2

2.17E+05

3.91

2.81

29.6

フェーズ3

2.72E+05

4 .37

3.15

28.1

フェーズ4

2.96E+05

4.56

3.28

28.0

表1 諸元値の推移

・層間変形角： 
　1/300以下

・部材応力： 
　短期許容応力度以下

・層間変形角：1/250以下
・部材応力：短期許容応力度以下
・免震層：性能保証変形以下

・層間変形角： 
　1/150以下

・層の塑性率： 
　2.0以下

フェーズ 
1 

（制振）

フェーズ 
2～4 

（免震）

レベル1

レベル2

レベル2

表2 耐震性クライテリア
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（3）解析モデル

動的解析は質点モデルを中心とするが、一部詳細

検討には図8の立体モデルを併用した。

（4）地震応答解析結果

レベル2地震（告示模擬波 JMA KOBE NS位相）に

対する標準状態、X方向の各フェーズの応答推移を

図9に示す。フェーズ3（Ⅱ期施工時）は複数の状態に

対して検討しているが、ここでは代表的な1パターン

を示している。全体的傾向としては、フェーズ1から

フェーズ4へと時間の経過とともに安全性は高まるこ

とが確認されている。

6 おわりに
難しい改築計画に対してご指導、ご協力、ご理解

をいただいている関係者の皆様に深く御礼申し上げ

ます。建物を使用しながらの工事となるため、安全

性確保はもとより、患者様および病院関係者に対す

る工事中のストレスを最小限に抑えて施工を進める

ことが何より重要と考え、建物の竣工に向けて努力

する所存です。

10 MENSHIN NO.66 2009.11

図8 立体解析モデル
図9 レベル2地震に対する最大応答値

41.8

42.2

54.8

50.0

50.0

50.0

377

342

393

285

497

334

告示模擬波（乱数位相）

告示模擬波 

（HACHINOHE NS位相）

告示模擬波 

（JMA KOBE NS位相）

El Centro1940 NS

TAFT1952 EW

HACHINOHE1968 NS

レベル2

最大速度
（cm/s）

最大加速度
（cm/m2）

表3 設計用地震動
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1 はじめに
耐震改修では、建物を継続して利用していくため

に現状使用している空間を維持したまま耐震性能を

向上させ、かつ、建物の供用を続けながら工事を行

うことが要求される。

本建物は昭和44年に竣工した庁舎建物であり、耐

震壁の増設や鉄骨ブレースを設置する従来の補強方

法では、現状の執務空間を確保したまま必要な耐震

性能を満足させることが極めて困難である。

そこで、免震化工法を採用し、執務空間での耐震

補強を施すことなく耐震性能を向上させ、さらに工

事の対象となる特定階以外は工事中でも利用可能と

する改修を計画した。

2 建物概要
所 在 地：大阪市港区築港4-10-3

設 計 者：株式会社安井建築設計事務所

施 工 者：株式会社淺沼組

建物用途：庁舎

階　　数：地上9階、地下1階、塔屋1階

建築面積： 2,300.04 m2

延べ面積：15,529.33 m2

建物高さ：36.1m

構造種別：鉄骨鉄筋コンクリート造

（柱梁：非充腹形鉄骨）

一部鉄筋コンクリート造、一部鉄骨造

架構形式：耐震壁付ラーメン架構

基礎構造：鋼管杭基礎

免 震 建 築 紹 介

大阪港湾合同庁舎の免震改修

保田 秀樹
安井建築設計事務所

秋田　智
同

松本 孝弘
同

写真1 改修前の建物全景

 

図1 2 階平面図 図2 建物断面図

3 改修計画概要
建物を免震化する際、多くの

選択肢の中から以下の理由に

より1階柱頭での中間層免震

構造を採用することとした。
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・2階以上の執務空間に補強工事が生じないように

する。

・1階部分は主に駐車場として利用されており、工

事エリアの確保が比較的容易である。

・建物周囲には十分なスペースがなく、大規模な免

震ピットを必要とする基礎免震は適さない。

また、地下階のない低層部分と、2階の屋外デッ

キの一部を除却することも合わせて計画した。

本建物に使用する免震材料は、天然ゴム系積層ゴ

ム支承、鉛プラグ入り積層ゴム支承、弾性すべり支

承、およびオイルダンパーである。各免震材料の配

置を図3に、積層ゴムのせん断歪レベルに応じた割

線剛性による固有周期を表1に示す。このように免

震構造化することで、建物の1次固有周期（せん断歪

200％時）はX,Y方向ともに約4.2secとなった。

4 耐震性能目標
レベル2（極めて稀に発生する地震動）に対する耐

震性能目標を表2に示す。また、耐震性能確認用の

地震波を表3に示す。

図3 免震材料配置図

極めて稀に発生する
地震動

地震動

短期許容応力度以内

性能保証変形以内
（44cm以内）

限界変形以内
限界速度以内

弾性限耐力以内＊2

終局耐力

上部構造

下部構造＊1

基礎構造

免
震
材
料

耐
震
性
能
目
標

天然ゴム系 
積層ゴム支承

鉛プラグ入り 
積層ゴム支承

弾性すべり支承
オイルダンパー

＊1：下部構造とは、免震材料設置位置より下部の構造体を示す。
＊2：当該層を構成する部材のいずれかが全塑性モーメントに達し

た時点以内。

表2 レベル2地震動に対する耐震性能目標

0％
100％
200％
0％
100％
200％

X

Y

0.160
0.208
0.208
0.237
0.360
0.360

0.110
0.143
0.143
0.164
0.214
0.214

0.311
3.713
4.203
0.498
3.723
4.212

1 次方向 2 次 3 次免震材料
の変形

表1 固有周期（sec）

地震動名 最大速度
（cm/s）

最大加速度
（cm/s2）

EL CENTRO 1940 NS
TAFT 1952 EW

HACHINOHE 1968 NS
告示波１*1

告示波２*1

告示波３*1

上町L2*2

南海・東南海NS*3

南海・東南海EW*3

50
50
50
49.2
48.1
67.9
66.9
27.1
30.1

510.8
496.8
330.1
181.3
169.8
227.5
259.1
95.8
125.1

＊1：告示波：告示波１,２は「ランダム位相」、告示波３は
「HACHINOHE 1968 NS位相」を採用。

＊2：「大阪市土木・建築構造物震災対策技術検討会報告書」
（平成９年３月）のLゾーン2を採用。

＊3：中央防災会議における「東海地震に関する専門調査会」及び
「東南海・南海地震等に関する専門調査会」において検討さ
れた想定東南海・南海地震に係るデータよるもの。

表3 採用地震波と入力レベル
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5 地震応答解析結果
レベル2の地震動に対する建物短辺方向の地震応

答解析結果（免震材料のばらつき標準）を図4に示す。

免震層の変形は32cm程度であり、耐震性能目標の

性能保証変形（44.0cm）以内である。また、最大応答

層せん断力係数は、部材の許容応力度確認用に用い

た層せん断力係数以下であることを確認した。

6 施工計画概要
免震化工事は、建物を使用しながら現状の構造躯

体（柱・梁・耐震壁）の切断、撤去、補強等を行う

ことから、施工中の建物の安全性の確保が一層要求

される工事である。そのため特に、

・免震支承の設置による柱軸力の受け替え。

・柱、耐震壁切断による耐震安全性の確保。

については、施工（仮設）上必要な躯体寸法を設計

時点から配慮し検討した。また、それを具体化する

ための施工手順についても検討した。

（1）免震支承の設置による柱軸力の受替え

切断する柱の上部は、既設の2階床梁とPC鋼棒で

一体化したキャピタル部（柱頭免震基礎）をサポー

トジャッキで支持し、軸力を移行する。

柱下部では、柱の補強部分とその周囲に井型に組

み上げたH形鋼とをPC鋼棒で圧着した仮設架台にサ

ポートジャッキを据付け、その軸力を圧着面の摩擦

力により柱へ伝達する。このとき、柱頭での鉛直変

位が過大とならないよう周辺柱との相対変位も含め

計測管理することとした。

（2）柱、耐震壁切断による耐震安全性の確保

免震支承の据付や壁の切断等に伴い建物の水平耐

力が減少するため、免震構造としての性能を発揮で

きるまでの施工期間中、仮設材により補強し、現状

で保有している水平耐力の確保を図った。

（3）免震化工事の施工手順

免震化工事の施工手順を以下に示す。

①2階パネル部を補強。耐震壁のコンクリートを

一部撤去。1階柱、1階パネル部の補強。耐震壁

部のコンクリート打設。プレート等によるせん

断補強。

②サポートジャッキおよび仮受け架台の設置。柱

切断、撤去。

③柱内の鉄骨・鉄筋のはつり出し。免震材料（支

承）の設置。

13免震建築紹介

図4 時刻歴地震応答解析結果例（ばらつき標準）

図5 仮設概要図

図6 軸力の移行
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④柱コンクリート打設。

⑤ジャッキダウン。サポートジャッキおよび仮受

け材の撤去。壁コンクリート打設。

以上の流れを図7に、工事状況を写真2に示す。

7 おわりに
1階柱頭での中間層免震構造を採用することで、執

務階での耐震補強を施すことなく建物全体の耐震性

能を向上させ、さらに特定階以外では工事中でも利

用可能とした耐震改修計画の概要について紹介した。

本改修計画は平成20年3月に国土交通大臣認定を

取得し、同月に着工した。現在免震化工事の半分を

終え、平成22年の工事完了を目指している。最後に

本計画を進めるにあたりご指導をいただきました国

土交通省近畿地方整備局の関係者の皆様方、また本

誌掲載にあたりご協力をいただきました皆様に誌面

をお借りしお礼申し上げます。
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柱切断直後

2階キャピタルへプレストレス導入

免震支承据付

免震支承部の仮設補強

写真2 工事状況

図7 免震化施工手順
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免震建築訪問記－ 71 15

本建物の概要を以下に示します。

建築場所：東京都足立区西新井1-15-1

用　　途：寺院本堂

建築面積：1,623.80m2

延床面積：2,330.30m2

階　　数：地上2階

軒　　高：14.03m（最高高さ：27.00m）

構造形式：鉄筋コンクリート造

架構形式：耐震壁付ラーメン架構

1階中間免震構造

基礎形式：場所打ちコンクリート杭＋圧入鋼管杭

建 築 主：宗教法人総持寺

設計施工：清水建設株式会社

既存設計：大関徹建築設計事務所

竣 工 年：昭和46年（1971年）

1 はじめに
今回は、免震改修が行われた西新井大師総持寺本

堂を訪問しました。本建物は、東武大師線大師前駅

から徒歩5分程度の所にあり、天長3年（826年）弘法

大師空海によって開創されたと伝えられる関東で最

も古い真言宗豊山派の寺院です（写真1）。

今回の訪問では、設計、施工を担当された清水建

設の谷口様、木村様、福本様、渡邉様、沼田様に案

内していただきました。

2 建物概要
本建物は入母屋錣（シコロ）屋根本瓦茸の鉄筋コン

クリート造建築で、寺院の中核施設となっています。

昭和46年の建設で築37年を経過しており、耐震診

断の結果補強が必要な建物と判定されました。建築

主の要望に添い、

①できるだけ速やかに耐震安全性を確保する。

②大規模な地震直後の継続的な使用を可能と

する。

③伝統建築の外観を維持する。

④使用性を改善する。

等の要件を満たす中間層免震による改修が行われ

ました。特に、正月時には参拝客で混雑するために、

動線の改善が要求され、本堂北側に増築することを

合わせて計画されました。

本建物は29.16m×30.24mのほぼ正方形平面を有

し、l階は階高が3.33mの寺務室・倉庫として使用さ

れ、2階が外部正面階段からアプローチする本堂と

なっています。2階の階高は10.63mと高くなってい

ます。

世良信次
CERA建築構造設計

藤波健剛
前田建設工業

西新井大師総持寺
免 震 建 築 訪 問 記 ― 71

写真1 建物全景
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3 構造計画概要
本建物に関しては、本誌62号の「免震建築紹介」

で紹介されていますので、構造設計上の詳細は省略

させていただき、説明を受けた内容を中心に概要の

みを紹介いたします。

改修は寺務室、倉庫として利用されていた1階柱

頭部に免震支承を配置した中間層免震が採用されま

した。これにより1階が免震層となるため、正面階

段下（南面）および建物背面（北側）の鉄筋コンクリー

ト壁は撤去し、建具としました。また、外壁に関し

ては、柱芯に設けられていたため、一旦撤去した後

に、外側に追いだした形で増設されました。改修計

画の概要を図1に示します。

免震部材の配置を図2に示します。積層ゴムは高

減衰積層ゴムを使用し、ゴム総厚が200mmタイプで、

φ600が2基、φ650が18基、φ700が12基の計32基が

設置されています。中央部4箇所および階段下には

弾性すべり支承が用いられ、φ400が2基、φ300が5

基の計7基が設置されています。さらに、限界速度

1.5m/sのオイルダンパー8基が四隅に設置されてい

ます。

下部構造に関しては、1階柱と基礎つなぎ梁をコ

ンクリート増し打ち補強しています。1階柱に関し

ては、既存柱がφ730であったものを、積層ゴム設

置のために□1000に増し打ちしました。また、改修

による鉛直荷重増分は既存杭に負担させますが、地

震時の水平力負担および液状化対策として、先端深

度GL-15mの鋼管杭108本を既存杭の周辺4箇所ずつ

に新設しています。

上部構造に関しては、北側に関して開口を一部閉

塞して耐震壁とすることにより、強度確保と剛性バ

ランスの改善を行っています。さらに、大屋根部の

大きな重量に対する補強として、屋根裏に水平ブレ

ースを新設しています。

4 見学記
説明を受けた後に、免震層および建物外周を中心

に見学させていただきました。ここでは、写真を用

いてその様子を説明します。

写真2は柱頭部の積層ゴム設置部の状況です。中

間層免震ということで、積層ゴムの周辺に耐火被覆

が行われています。

写真3はオイルダンパーの設置状況です。比較的

狭いスペースに効率よく設置されています。オイル

ダンパーの最大ストロークは60cmのものが使用さ

れています。

16 MENSHIN NO.66 2009.11

免 震 建 築 訪 問 記 ― 71

図1 改修計画概要

図2 免震部材配置図

写真2 積層ゴム設置部耐火被覆状況
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免震建築訪問記－ 71

写真4にオイルダンパーの固定部を示します。設

置スペースが限られる中で、うまく収めるために、

反力基礎部に彫り込みを入れてスペースを確保して

います。

新たに設置された階段で、上半分は2階からの吊

り構造となっています。

写真6に免震層の様子を示します。すっきりとし

た空間になっています。

写真7に移動された1階正面の外壁部を示します。

柱芯に付いていた壁を1.325m外に追い出し、部分的

に新設しています。大半は建具としていますが、面

積増となった点に関しては、耐震改修に伴う面積増

として特定行政庁の確認を取っています。

写真8には2階床梁の張り出し部分の様子を示しま

す。当初は2階外縁床部分を受ける1階束柱があった

のですが、撤去してはね出し架構として成り立つよ

うにされています。この梁部分は付け肉による増し

打ち補強がなされました。

17

免 震 建 築 訪 問 記 ― 71

写真3 オイルダンパー

写真4 オイルダンパー設置部

写真5 階段部

写真6 免震層の状況

写真7 1階外壁の状況
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正面階段部の状況を写真9に示します。階段部は

今回の改修で新たに作り直されました。エキスパン

ション部がなるべく目立たないように、計画されて

います。

非免震構造との連結部が周辺に何カ所か設置され

ています。写真10には渡り廊下のジョイント部を示

します。スライド部の手摺等、お年寄りが安全に渡

れるように工夫されています。なお、この渡り廊下

は鉄骨造で新設されましたが、周辺建物との調和を

考え、鉄骨の周りを木材で化粧し、木造のように見

せています。

5 訪問談義
訪問見学中の質疑や談義の一部を以下に示します。

Q：工事期間はどの程度ですか。

A：参拝客などが多い正月、七五三の時期を避けて

計画され、2008年3月下旬から10月31日までの

約7ヶ月間でした。

Q：耐震改修ということで、何か問題はありまし

たか。

A：耐震診断結果を受け、建築主からは一刻も早い

改修を要望されました。通常の性能評価、大臣

認定という工程では無理があったため、特定行

政庁である足立区役所ならびに構造性能評価機

関と協議を重ね、性能評価のみで耐震改修促進

法に基づく改修計画認定を取得することができ

ました。

Q：液状化対策で杭を新設したということですが、

液状化はどのように考えていますか。

A：地盤上部が軟弱であるため、液状化の発生を考

慮した設計を行っています。検討用地震動に関

しても、液状化を想定して作成しています。

Q：1階柱頭免震ということで、居ながらの施工を

行ったのですか。

A：一般客も多く、正面階段の付け替えもあったこ

とから、一時本堂は閉鎖しての工事となりま

した。

Q：杭の新設に関して教えて下さい。

A：φ500の鋼管杭を既存杭の周辺4箇所ずつ打設し

ました。工期的には、この工事が重要でした。

昼夜2交代で1班1日1.5本というサイクルで進め

ました。杭は圧入したのですが、その際に用い

る反力桁が高さ400mmで長さ8mのものであり、

盛替等も大変でした。
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写真8 2階はね出し梁の状況

写真9 正面階段エキスパンション部

写真10 渡り廊下の連結部
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免震建築訪問記－ 71

Q：柱切断後積層ゴムへの荷重移動の際の管理はど

の様にしましたか。

A：スパンにより異なりますが、傾斜1/3000で2mm

程度になるので、管理値として1.5mm程度を設

定していました。しかし実際にはほとんどゼロ

変位で施工ができました。管理対象は当初広い

範囲を想定していたのですが、対象柱の周辺4

本程度で十分であることがわかりました。

Q：工事中の変位拘束等は行いましたか。

A：仮設ブレースを設置しました。屋内の主要な8

箇所については、盛替はせずに、耐震要素が増

えていくにつれて、外周部のブレースを切断し

ていきました。

Q：大屋根部分の重量が大きいので、転倒等で積層

ゴムに引き抜きなどは生じませんか。

A：静的解析で上下動を長期の0.3倍とした検討では

一部引き抜きが生じていますが、1N/mm2以下に

止まっています。さらに水平上下同時入力時の

立体応答解析を行い、引き抜きが生じないこと

を確認しています。

6 おわりに
多数の参拝客が集まる中で、短工期で免震改修を

見事に行うことができた事例でした。伝統建築とし

ての外観も変えることなく、耐震安全性を大きく改

善することができ、免震レトロフィットのあるべき

姿を垣間見ることができました。

最後になりましたが、見学をお許しいただきまし

た宗教法人総持寺の関係者の方々、お忙しい中、貴

重なお話をお聞かせいただきました清水建設の方々

に厚く御礼申し上げます。

19
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写真11 説明の様子

写真12 集合写真
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シリーズ「免震部材認定」ー 99

１．特徴

２．構造及び材料構成

３．寸法及び形状

４．鋼材の防錆処理

５．基本特性（水平復元力特性）

６．圧縮限界強度

７．製品コード
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シリーズ「制振部材紹介」－ 1 21

シリーズ「制振部材紹介」ー 1

カヤバBDH型高減衰オイルダンパー

１．構造及び材料構成

２．寸法及び形状 ３．防錆処理

４．基本特性

６．その他

５．製品コード
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シリーズ「制振部材紹介」ー 2

TOKICO制震用オイルダンパー

１．構造及び材料構成

２．寸法及び諸元

７．その他

６．製品型式

５．防錆処理

４．性能記録例

３．基本特性
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記念事業委員会報告 ― 15

1 はじめに
日本免震構造協会では、創立15周年を記念して、独立行政法人建築研究所、東京大学生産技術研究所、

CIB/W114（地震工学と建築）との共催により、標記のシンポジウムを平成21年9月16日～18日に東京大学生産

技術研究所コンベンションホールにおいて開催した。開催に当たっては、国土交通省をはじめとする国内外

24団体の後援を頂いた。シンポジウムでは、最初の2日間をテクニカルセッションとして技術的な研究発表

会を行い、最終日をオープンセミナーとして一般講演会を行った。また、1日目の夜には懇親会を行い、2日

目の午後には海外の参加者をおもな対象にテクニカルツアーを行った。さらに、会場のホワイエにおいて、

企業展示（8企業）、15周年記念事業として実施された子供絵画コンクールや国際アイデアコンペの入選作品

のポスター展示、建物外には地震体験車による地震の体験コーナーの設置などを行った。関係者各位の絶大

なご支援のもと、参加国は12か国に及び、テクニカルセッションに135名、オープンセミナーに150名の参加

者を得ることができ、成功裏に終了することができた。

2 シンポジウムの概要
シンポジウムでは、免震や制振といった応答制御技術を応用した建築物の普及を通じての持続的社会の実

現をテーマに、世界中の研究者や技術者により免震・制振技術の建築物への応用に関する技術開発や普及事

例が紹介された。以下に、シンポジウムの第1部であるテクニカルセッションと第2部であるオープンセミナ

ーおよびテクニカルツアーのそれぞれについて概要を紹介する。

2.1 第1部：テクニカルセッションの概要

テクニカルセッションの開会式では、日本免震構造協会を代表して西川孝夫会長ならびに本シンポジウム

の運営委員会委員長である井上範夫先生（東北大学）から開会の挨拶があった。その後、免震セッションと制

振セッションに分かれて研究発表会が行われた。免震セッションは、主査を東野雅彦氏（竹中工務店）、幹事

を濱口弘樹氏（竹中工務店）が担当し、制振セッションは、主査を笠井和彦先生（東京工業大学）、幹事を田坂

雅則氏（日建設計）が担当した。

1）免震セッションの概要

欠席者2名を除き、中国（2）、韓国（1）、ニュージーランド（1）、米国（5）、日本（7）から計16編の発表があ

った。発表は免震構造建物の設計に関するものとデバイスに関するものがあり、最新の研究内容が発表され

た。パネルディスカッションでは主に免震の普及に関する意見交換がなされた。その中で、コスト低減、持

続的社会への貢献の強調、教育普及の強化、等が今後の重要な課題として挙げられた。

2）制振セッションの概要

制振セッションでは、18編の発表を予定していたが、2名の欠席があり、合計16編（ドイツ1、トルコ1、ル

日本免震構造協会創立15周年記念事業
「持続的社会のための地震応答制御建築物に関する国際シンポジウム」

開催報告

記念事業委員会国際シンポジウム部会　委員長
建築研究所 斉藤　大樹
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記念事業委員会報告 ― 15

ーマニア1、中国2、台湾1、韓国1、日本9）の発表があった。発表を分類すると、ダンパーなど要素技術の開

発・解析が8編、適用・設計事例が8編とであった。発表終了後のパネルディスカッションにおいて、設計基

準の整備、デバイスの性能確認試験と設計資料公開、構造設計者の教育、施主と社会の制振設計に対する理

解が、これからの制振構造普及に必要であることが確認された。

2.2 第2部：オープンセミナーの概要

オープンセミナーの開会式では、本シンポジウムの主催機関を代表して、日本免震構造協会の西川孝夫会

長、独立行政法人建築研究所の村上周三理事長および15周年記念事業委員会の委員長である川口健一先生

（東京大学生産技術研究所）から開会の挨拶があった。その後、各国の免震・制振技術の応用事例などの現状

に関する講演が行われた。

最初に、「持続的社会における免震構造の役割」と題してMahin先生（米国、カリフォルニア大学）が講演し、

引き続き、中国の免震構造の事例をZhou先生（中国、広州大学）が、四川地震後の制振補強の事例をLu先生（中

国、同済大学）が紹介した。Martelli先生（イタリア、ENEA）からはイタリアおよび周辺国の免震建築の事例が、

Melkumyan氏（アルメニア、アメリカ大学）からはアルメニアの免震建築の事例が紹介された。午後には、笠

井和彦先生から制振ダンパーを用いた実大建築物の振動台実験の結果が、Wang先生（台湾、国立台湾大学）か

ら台湾の免震・制振建築物の現状が紹介された。さらに、Miyamoto氏（米国、Miyamoto Int.）による応答制御

建築物の安全性とダンパーの限界状態に関する講演に続いて、Naderzadeh氏（イラン、構造技術者協会）から

イランの歴史建築物の免震技術の紹介がなされた。最後に、和田章先生（東京工業大学）から持続可能社会に

おける新しい耐震設計技術と題する講演が行われた。

講演終了後に、前日までのテクニカルセッションの報告が東野主査、笠井主査からなされ、会場の参加者

を交えて今後の免震・制振技術の普及に向けた意見交換が行われた。最後に、プログラム委員会の委員長で

ある筆者により、CIB/W114の活動を紹介してシンポジウムを閉会した。

2.3 テクニカルツアーの概要

2日目の午後、外国からの参加者を対象に免震建物を見学するテクニカルツアーを企画した。参加者は

30名であった。会場から貸切バスにて出発し、最初に代々木の代々木ゼミナール本部校（代ゼミタワー）を見

学した。これは、セミアクティブ免震の建物で、大成建設篠崎氏の説明後、16階空中庭園と地下免震層を見

学した。続いて、江東区の清水建設技術研究所へ向かった。ここには敷地内に5件のユニークな免震構造が

あり、同社猿田氏の説明の後、本館（柱頭免震）・風洞実験棟（パーシャルフロート免震）・安全安震館（塔頂免

震）を見学した。

3 雑感
国際社会では、資源の有効利用や地球環境の保護など、持続可能な社会の実現に向けた取り組みが強く求

められている。世界では依然として地震により多くの被害が発生しており、地震に対して建築物を安全かつ

長寿命化することは持続可能な社会の実現にとって必要不可欠な課題である。免震構造や制振構造の普及は、

そうした課題を解決する最も有望な手段と考えられる。日本では阪神淡路大震災以来、免震構造や制振構造

などの応答制御技術を採用した建築物の普及が急速に進んでいるが、世界に目を向けると、こうした新しい

技術の応用はまだ緒に就いたばかりである。

しかしながら、中国とイタリアの講演者から、最近の地震被害を受けて学校などの重要建物に免震構造を

採用する動きが加速していることが紹介されるなど、日本以外の国々でも確実に普及が進んでいる手ごたえ

を感じることができた。このように、本シンポジウムを通じて各国の現状や最新の研究成果を知ることがで

き、活発な意見交換を行うことができたことは、今後の更なる普及と国際協力の推進にとって極めて有意義

であったと思われる。発表者、参加者各位に感謝したい。
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記念事業委員会報告 ― 15

写真1 開会式 写真2 テクニカルセッション
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1 はじめに
本指針は、各種のアイソレータとダンパーにお

ける接合部や取付け躯体について、その設計方法

と設計例、及び留意点を示したものである。

指針の作成は、2005年に立上げられた周辺部材

安全性検討WGで提起された免震部材の接合部の問

題点やその対処方法の考えを基にスタートしてい

る。その後設計小委員会において指針として取り

纏め、2006年の第4回技術報告会にて指針（案）とし

て報告している。その後免震部材部会や運営幹事

会などからの指摘を基に加筆修正を加え、今回の

技術報告会にて指針として報告している。

以下に本指針の概要を示す。

2 指針の構成
本指針の章構成は以下となっている。

0. はじめに

1. 基本方針

2. 使用材料と強度

3. 各種アンカーボルト

4. 接合部の設計

5. 取り付け躯体の設計

6. 参考資料

なお、参考資料には積層ゴムアイソレータの取

付ボルトに作用する引張軸力に関する資料を掲載

している。

3 基本方針
3.1 適用範囲

本指針は、免震部材と取付け躯体の接合部及び

取付け躯体の設計に適用するものである。指針で

は、代表的な免震部材における標準的な接合部の

設計を示しており、設計方法は安全を考慮して許

容応力度設計としている。

3.2 設計条件及び設計方針

（1）設計用外力

①接合部及び取付け躯体の設計に考慮する外力

は以下に示しているが、免震部材や接合方法及

び形式により、この他に作用する可能性がある

外力についても適切に考慮する。

・免震部材及び接合部に作用する長期荷重時鉛

直力

・免震部材及び接合部に作用する短期荷重時水

平力と短期荷重時鉛直力

②設計用外力は、免震部材の変形や免震層の最

大相対変位（クリアランス）、及びダンパーの最

大減衰力を適切に考慮して決定する。

「免震部材の接合部・取付け躯体の設計指針」の概要

技術委員会・免震設計部会・設計小委員会（平成21年9月現在）

委員長： 藤森　　智 株式会社松田平田設計

委　員： 市川　一美 東急建設株式会社

公塚　正行　　株式会社i2S2

佐藤　正浩　　株式会社東京建築研究所

高原　伸一　　株式会社熊谷組

竹内　章博　　西松建設株式会社

中川　　理　　株式会社構建設計研究所

中島　　徹　　大成建設株式会社

中村　淳一　　株式会社佐藤総合計画

平間　　光　　株式会社長谷工コーポレーション

古橋　　剛　　日本大学

丸山　　東　　鹿島建設株式会社

谷地畝和夫　　戸田建設株式会社

山 達司　　前田建設工業株式会社
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以下に各設計用外力において考慮する事項を示す。

○長期荷重時鉛直力

・建物自重、免震部材自重を適切に考慮

○短期荷重時水平力

・免震部材の水平性能（材料認定条件）を考慮

・一次剛性、二次剛性、降伏荷重を考慮し、変

形時に剛性や降伏荷重が増加する場合は適切

に評価

・方向性について考慮

・特性の変動（製品のばらつき，速度依存性，温

度依存性，繰り返し依存性、歪依存性，経年

変化など）を考慮

・建物位置復元用にジャッキを使用する場合は、

その反力を考慮

○短期荷重時鉛直力

・アイソレータに作用する鉛直力は、水平地震

動により生じる最大応答転倒モーメントから

算定される軸力と上下地震動による軸力の和

③接合部や取付け躯体の設計に対する地震動は、

極めて稀に発生する地震動とする。

（2）接合部及び取付け躯体の設計

接合部の各種アンカーボルトや取付け躯体に作

用する応力は、短期許容応力度以内とする。

4 各種アンカーボルト
本指針で対象としている各種アンカーボルトの

使用例を図1に示す。

4.1 接合方法に関する構造規定

接合方法に関する構造規定を以下に示す。

・免震部材に引張力が作用する場合は、原則と

してアンカーボルトを設ける。

・各種アンカーボルトの埋込み深さは、アンカ

ー頭部が水平鉄筋（横筋）より深くなるように

設定する（図2参照）。

・各種アンカーボルトのコーン状破壊耐力算定

時の投影面積は、横筋位置とすることを推奨

する。

・突起付き袋ナット先端の突起形状は、引張耐

力確保のため十分な大きさのものとする。

・ベースプレートは応力伝達上十分な厚さを確

保する。

4.2 各種アンカーボルトの耐力

本指針における免震部材接合部の各種アンカー

ボルトの許容耐力は、原則として「各種合成構造

設計指針・同解説（日本建築学会1985）」により算

定することとする。

本文では、スタッドボルト（頭付きアンカーボル

ト）の許容耐力式と突起付き袋ナットの許容耐力式

を示している。突起付き袋ナットについては、ナ

ット頭部の径が軸部径より十分大きく、応力伝達

可能なディテールを想定し、許容耐力をスタッド

取付けボルト

スタッドボルト、突起付き袋ナット併用

スタッドボルト、アンカーボルト併用

取付けボルト

アンカーボルト

定着板
スタッドボルト

スタッドボルト、突起付きボルト併用

スタッドボルト
突起付きボルト

取付けボルト

突起付き袋ナットスタッドボルト

図1 各種アンカーボルト併用例

横筋横筋

h

図2 横筋

Nd

Nd

h

Qd

Qd

Md=Qd x h/2
図3 積層ゴムアイソレータの水平変形時外力
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ボルトと同様な考えで示している。

なお突起付き袋ナットについては、実験・研究

資料が少なく破壊機構などが明確とはなっていな

いことから、突起付き袋ナットのみの耐力にて接

合部を設計することは適切ではない。従って、本

指針では原則スタッドボルトなどと併用すること

を推奨している。

5 接合部の設計
免震部材の接合部の設計方法をアイソレータと

ダンパーについて以下に示す。

5.1 アイソレータ

（1）接合部に作用する応力

積層ゴムアイソレータに作用する水平変形時応

力を図3に示す。

接合部に作用する応力は、極めて稀に発生する

地震動に対する積層ゴムアイソレータの水平変形

によるせん断力、曲げモーメント、及び上部構造

の軸力とし、軸力による付加曲げモーメントは考

慮しないこととする。但し、積層ゴムアイソレー

タが取付けられる躯体には、軸力による付加曲げ

モーメントは考慮する必要がある。

（2）接合部の設計

接合部は、スタッドボルト、アンカーボルト、

突起付き袋ナットなど各種アンカーボルトに作用

する応力が、短期許容応力度以内となるように設

計する。積層ゴムアイソレータの躯体への接合方

法は、引張力が作用するアイソレータと作用しな

いアイソレータで区別し、それぞれの接合部に作

用する応力状態を適切に評価した設計を行う。そ

の取付け事例を図4a,bに示す。また、本指針では曲

げモーメントを確実に伝達させるために、ベース

a）アンカーボルト＋定着板、スタッドボルトの併用  

取付けボルト 

アンカーボルト

定着プレート
スタッドボルト

補強筋

取付けボルト 

b）突起付き袋ナット＋補強筋 
図4b 引張軸力が作用する積層ゴムアイソレータの取付け方法の例

袋ナット
スタッドボルト

取付けボルト 

突起付ボルト 

取付けボルト 

スタッドボルト

c）スタッドボルト、突起付きボルト併用 d）突起付き袋ナット＋補強筋 

補強筋

突起付き袋ナット

補強筋

取付けボルト 

b）スタッドボルト、突起付き袋ナット併用 a）スタッドボルト

 スタッドボルト 突起付き袋ナット

取付けボルト 

図4a 引張軸力が作用しない積層ゴムアイソレータの取付け方法の例
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プレートはフランジプレートと同等以上の剛性と

耐力を有することとしている。

5.2 ダンパー

ダンパーについては、鉛直方向に取付くタイプ

と水平方向に取付くタイプについて接合部の設計

方法を示す。また本文には、鋼材ダンパーと鉛ダ

ンパー、及びオイルダンパーの設計例を掲載して

いる。

（1）鉛直方向に取付くダンパーの場合

接合部には図5aに示す応力が作用し、設計用最

大水平変形は極めて稀に発生する地震動時相当と

して、ダンパーの変動特性を考慮する。

接合部の設計は、せん断力に対しては袋ナット

やスタッドボルトまたはアンカーボルトで抵抗し、

曲げモーメントに対してはスタッドボルトまたは

アンカーボルトで抵抗するものとしている。

（2）水平方向に取付くダンパーの場合（図5b参照）

接合部に作用する応力はダンパーに作用する減

衰力とし、減衰力の大きさは最大応答値やダンパ

ーの最大減衰力を考慮する。さらに、ダンパーの

特性変動を適切に評価する。また取付ボルトは、

通しボルト形式を標準とし、接合部の設計は減衰

力と自重を適切に考慮する。

6 取付け躯体の設計
取付けの躯体の設計方法をアイソレータとダン

パーについて以下に示す。

6.1 アイソレータ

（1）取付け躯体の設計

（1）取付け躯体に作用する応力（図6参照）

取付け躯体に作用する応力は、極めて稀に発生す

る地震動に対する積層ゴムアイソレータの水平変形

によるせん断力、曲げモーメント、上部構造の軸力、

及び軸力による付加曲げモーメントとする。

（2）取付け躯体の設計

取付け躯体に作用する応力が短期許容応力度

以内となるように設計する。取付け躯体は、引

張力が作用する部材と作用しない部材、及びア

図5b 水平方向に取付くダンパー

Q 

Q

M＝0.5Qh 

M＝0.5Qh 
図5a 鉛直方向に取付くダンパー

δ

2
1

Mv = Nd・δ2
1

2
1δ

Nd

Nd

2
1δ

Mv = Nd・δ

δ

Qd

ht

h

hb

tMd=Qd(ht +   h )
2
1 

bMd=Qd(hb +   h )
2
1 

免震層の水平変位により生じる応力 積層ゴムアイソレータせん断力により生じる応力 
図6 積層ゴムアイソレータ取付け躯体の設計用応力
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イソレータの接合面が梁や床面からの立上りが

大きい場合など、各々の部材に作用する応力状

態を適切に評価した設計を行う。

①引張力が作用しない場合

取付け躯体は、袋ナットやスタッドボルトの引

張耐力を確保するためフープ筋により拘束する。

また、梁やスラブ面からの立上りのせいが大きい

場合は、柱として設計を行う。

②引張力が作用する場合

取付け躯体は、柱の設計方法などを適用して引

張力を考慮した断面とし、引張力が作用しない部

材よりもフープ筋による拘束を十分に行う。

（2）標準ディテール

取付け躯体の標準的な配筋例と設計上の留意点

について以下に示す。

①引張力が作用しない場合（図7a参照）

ベースプレート下部の水平鉄筋（横筋）は、A-A

断面のようにメッシュ状に配筋されるため、袋ナ

ットやスタッドボルトの埋込み長さが横筋より十

分深くない場合は、引張力が働くと水平に割裂が

生じて引張耐力が不足することがある。従って本

指針では、コンクリート躯体のコーン状破壊で決

まる引張耐力の算定におけるスタッドボルトなど

の埋込み長さは、取付け躯体のコンクリート面で

はなく横筋位置とすることを推奨している。

取付け躯体は、躯体配筋と袋ナットとの干渉な

どを考慮し、積層ゴムアイソレータのベースプレ

ート端から150mm以上大きくする。また、梁上の

立上り部や梁下部分は、フープ筋による拘束を十

分に行う。

②引張力が作用する場合（図7b参照）

引張力が作用するアイソレータの場合は、取付

け躯体を柱部材として断面設計し配筋を決定する。

引張力の大きさによっては、C-C断面のようにアン

カーボルト周辺にひび割れ防止筋を配筋したり、

せん断耐力をせん断補強筋のみで算定するなどの

配慮が必要である。また、取付け躯体は断面サイ

ズが大きく、外周部の配筋だけでは十分な拘束効

果は得られないため、フープ筋は適宜中子筋を配

筋し0.2%以上の配筋量とする。

6.2 ダンパー

ダンパーについては、鉛直方向に取付くタイプ

と水平方向に取付くタイプについて取付け躯体の

設計方法を示す。また本文には、オイルダンパー

の設計例を掲載している。

（1）取付け躯体の設計

（1）鉛直方向に取付くダンパーの場合

取付け躯体には図5aに示す応力が作用し、設

計用最大水平変形は極めて稀に発生する地震動

時相当とし、ダンパーの変動特性を考慮する。

（2）水平方向に取付くダンパーの場合

取付け躯体に作用する応力はダンパーに作用

する減衰力とし、減衰力の大きさは最大応答値

横筋

A

AA

A

横筋 梁上の立上り、梁下部分は
フープ筋で拘束する

□
－
@
1.
5P
1
@
P
1

A-A断面

150以上 スタッドボルト

袋ナット

150以上

図7a 引張軸力が作用しないアイソレータの配筋例

 
C C

横筋

□
－
@
1.
5P
1
@
P
1

梁上の立上り部分は柱と考える
フープ筋＠100以下

アンカーボルト

定着プレート

曲げひび割れ防止筋

アンカーボルト150以上

150以上

C-C 断面

図7b 引張軸力が作用するアイソレータの配筋例
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やダンパーの最大減衰力を適切に考慮する。ま

た、ダンパーの変動特性や応力の方向性を適切

に考慮する。

（2）標準ディテールと設計留意事項

取付け躯体の標準的な配筋例と設計上の留意

点について以下に示す。

①鋼材ダンパー（図8a参照）

・ダンパーからのせん断力と軸力による曲げモ

ーメントを考慮して断面設計を行う。

・地震力の作用方向によってダンパーの反力も

向きを変えるため、取付け躯体に作用する反力

も変わることに留意する。

②オイルダンパー（図8b参照）

・ダンパーの減衰力による引張力とダンパー自重

によるせん断力でアンカーボルトを設計する。

・アンカーボルトは、定着型と通し型が考えら

れるが、通し型を推奨する。

・アンカーボルトの本数は、ダンパーの取付け

（施工）にも考慮して決定する。

・ダンパーの減衰力によるせん断力とダンパー

自重による引張力により断面設計を行う。

・建物位置復元の必要がある場合は、ジャッキ

反力を負担することも考慮する。

・地震力の作用方向によってダンパーの反力も

向きを変えるため、取付け躯体に作用する反力

も変わることに留意する。

7 おわりに
今回作成した免震接合部に関する指針が、免震

構造物の安全性の向上に寄与することを期待して

いる。

なお設計小委員会では、各種合成構造設計指針

改定への対応、及び各種アンカーボルトの実験デ

ータの収集や接合部設計事例の追加などの作業を

継続し、指針の改定を行っていく予定である。

反力とその分力

h1、h2：架台高さ
D1、D2：架台幅 

図8a 鋼材ダンパーの取付け躯体配筋例

反力とその分力
図8b オイルダンパー取付け躯体配筋例
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1 本部会の基本的考え方
1.1 目的

1995年の阪神・淡路大震災の教訓の一つは，免

震建物の耐震安全性が実証されたことである。以

来，免震建物は着実に増加を続け，これからも持

続可能な社会作りという観点から増加を続けるこ

とは十分予想される。ただし，この期待に応える

ためには，免震部材は長周期地震動を含めた種々

の地震動に対し適切な耐震性能を有するとともに，

適切な「対風」性能も有するように，設計，製作，

施工そして維持されていかなくてはならない。

しかし，耐震性能の確保については関係者の尽

力により技術環境が整備されつつあるが，安全

性・居住性を対象とする対風性能の評価に関して

は整備が遅れていると言わざるを得ない。その最

大の理由の一つが，「極めて稀」な場合の設計用風

荷重にしても，多くの場合，設計用地震荷重の半

分程度以下になるからである。しかし，法定ある

いは日本建築学会荷重指針1）の風荷重は等価静的荷

重とはいえ弾性的応答を前提とした荷重であり，

何よりも，風外力は地震動と違い，平均成分を有

しかつ長時間作用する。したがって，一般論とし

て，「設計風荷重が小さい」は「対風性能の評価を

省略する」理由の一つではあるが全てではない。

免震層に及ぼす風外力の影響について考えを巡ら

せた上で設計判断を下すことが必要な所以である。

本部会は「そのような設計判断に至る作業」を

合理的かつ実務的に進められるような技術環境を

整備することを目的として，2007年9月スタート

した。

1.2 活動方針

目的達成のために，部会内に二つのワーキング

グループ（WG），「風応答評価法WG」と「免震部

材WG」を設けた。それぞれの目的を明確にするた

めに，部会の目的である「技術環境の整備」を

「免震建築物の耐風設計指針の作成」と具体化し，

「指針の骨格」を土台に据えて作業の円滑化をはか

ることとした。それぞれの活動目標は次の通りで

あり，「指針」の完成度の目標を「ステージ1」と

しても，早い時期に公開できればと考えている。

1）風応答評価法WG：免震建築物の強風下での非

弾性応答を含めた評価方法の検討を目的とす

る。活動は第1段階として，a）免震建築物の風

応答の試算，b）免震部材のクリープ変形が風応

答に与える影響の検討，c）強風下での長時間繰

り返し挙動の評価のための風外力の設定方法に

ついての検討を行い，免震建築物の耐風設計指

針策定に向けて基礎的な調査を行う。

2）免震部材WG：風外力下での免震部材の応答特

性を明らかにして免震建物の風応答・風荷重評

価に資することと，免震部材の対風性能上重要

な評価項目とその許容限界を明らかにすること

を目的に，現在の知見の整理を行い，実証デー

タが不足している評価項目に対して評価方法や

免震部材試験計画などを討議し試験実施につな

げていく活動を行う。

1.3 「（仮称）免震建築物の耐風設計指針」の骨格

現在，検討を進めている「（仮称）免震建築物の耐

風設計指針」の骨格を以下に示す

（1）指針の目的

極めて稀な暴風時の安全性の確保のための設計

指針の提示を目指す。

（2）免震建築物の耐風設計の考え方

極めて稀な暴風時の免震層の応答状態を以下の3

耐風設計部会の活動

技術委員会・耐風設計部会（平成21年9月現在）

部会長： 大熊　武司 神奈川大学

幹　事： 竹中　康雄 鹿島建設株式会社 吉江　慶祐 株式会社日建設計

委　員： 浅見　豊 大成建設株式会社

北村　春幸 東京理科大学 田村　和夫 清水建設株式会社

松井　正宏 東京工芸大学 安井　八紀 株式会社泉創建エンジニアリング
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段階（図1）に分けて，それぞれの状態における設計

のあり方を示す方針としている。

a）ランクA：免震層の風荷重に対して，免震層が

弾性限以内に留まるケース

－免震層の各部を弾性範囲に留める設計（従来の

方法）

b）ランクB：免震層の風荷重に対して，免震層は弾

性限を越えるが，風荷重の変動成分に対しては

弾性挙動をするケース（クリープ変形を生じる場

合も含む。図1のB’）

－風荷重による最大変形時に免震層の主要部分

が弾性範囲であることを確認するほか，弾性

限を超えるダンパーなどの変形追従性，損傷

度を評価し，構造安全性を検証。

－風荷重の長時間繰り返しに対して使用する免

震部材が健全であることを確認する。風荷重

の継続時間の設定は今後の課題。

－残留変形の状態で，各部が長期許容応力度以下

であることを確認するか，適切な対応を行う。

－風荷重によりクリープ変形を生じる部材の挙

動の解明と応答評価法の検討が課題。

c）ランクC：免震層の風荷重に対して，免震層は

弾性限を越え，風荷重の変動成分に対しても弾

塑性挙動をするケース

－原則として時刻歴応答解析による評価が必要

－極めて稀に生じる暴風時だけでなく，建物供

用期間中の累積疲労の評価を行い，供用期間

中の健全性を確保する必要がある。

（3）風外力の設定

外力のレベル（基本風速）は告示（もしくは荷重指

針）に従う。

強風・台風による風速の経時変化や，強風の建

物供用期間中の累積作用時間などについては今後

の課題。

2 風応答評価WGの活動報告
2.1 活動概要

風応答評価WGは，免震建築物の強風下での非弾

性応答を含めた評価方法の検討を目的としている。

現在までの活動は検討の第1段階として，a）免震建

築物の風応答の試算，b）免震部材のクリープ変形が

風応答に与える影響の検討，c）強風下での長時間繰

り返し挙動の評価のための風外力の設定方法につい

ての検討を行い，免震建築物の耐風設計指針策定に

向けて基礎的な調査を行っている。

a）免震建築物の風応答の試算では，告示などによ

る風荷重の試算から高層免震建築物に対する風

荷重の影響を検討し，風荷重の影響の大きい超

高層免震建物について弾塑性風応答特性を調べ

るために弾塑性時刻歴風応答解析を行った。

b）免震部材のクリープ変形の風荷重に与える影響

の検討では，応答解析など具体的な検討には至

っていないが，既往の研究をもとに鉛系材料に

対する応答評価方法の検討を進めており，今後

図１　風荷重に対する免震層の応答の概念図
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の継続課題としている。

c）強風下での長時間繰り返し挙動評価のための風

外力の設定方法についても，台風の実観測記録

の分析など現在検討中であり，今後の継続課題

としている。

以下に検討の一部として，時刻歴風応答解析結

果を紹介する。

2.2 平面モデルによる高層免震建物の時刻歴風

応答解析

風荷重の影響が大きい超高層免震建物の弾塑性

風応答特性を調べるために，時刻歴風応答解析を

行った。対象は高さ80～160mの鉄骨造建物で，図2

～3，表1に示すモデルとした。風応答は1次モード

が卓越するため，1次モードのみを考慮したモデル

による検討が行われることもあるが，免震構造の

場合，免震層の塑性化により振動モードが変化す

るため，ここでは多質点系モデルを用いる。簡単

のため，上部構造（1階床固定時）は1次モードが直

線（逆三角形）となるようモデル化した。風力は日

本建築学会「建築物荷重指針」1）にもとづき，粗度

区分Ⅲ，基本風速を再現期間500年相当として

U500＝43（m/s），風向は風方向を対象として，「荷

重指針」による建物外壁面に正対する風向からの

平均風力と風方向変動風力のパワースペクトル密

度をもとにした模擬風力波形の和として作成して

用いた。模擬風力波形は，変動風力を定常ガウス

過程と仮定し，かつ高さ方向の相関を考慮した三

角級数モデル2，3）によりシミュレートする。発生さ

せた模擬風力波形の先頭にはcos関数によるテーパ

ーをかけた。

図4にH=120mのケースの免震層応答層せん断力

と応答変位の関係を示す。鉛ダンパー・鋼棒ダン

パーともα = 0.01～0.02では風力の変動成分に対し

てダンパーが降伏しておりランクCの状態となる

が，α = 0.03以上ではランクBの状態となっている。

図中に示すとおり，応答結果の最大荷重点や残留

変形は静的な荷重変形関係との釣合によりほぼ評

価が可能である（応答値には模擬風力波形毎のばら

つきにより若干の差があるが，30波のアンサンブ

ル平均値とは精度良く対応する）。従って，ランク

Bの場合は，簡易な方法により免震層の風応答の評

価が可能であると考える。

3 免震部材WGの活動報告
免震建築物が強風を受ける場合には、免震部材

は平均成分という静的な力を受ける点、ならびに

長時間繰り返し変形を受ける点で地震時と異なる。

このような風荷重を想定した長継続時間の加力実

験が一部の免震部材で行われ、クリープ変形の影

響などが報告されている4）～6）など。しかし、多くの免

震部材で、風外力下でどのような応答特性を呈し、

対風性能の面でどのような評価項目が重要で、ま

た許容限界はどうであるかについては未解明な部

分が多い。免震部材WGでは、積層ゴム、滑り・転

がり支承、弾塑性ダンパー、流体系ダンパーに関

して多くの委員に参加していただき4つのSWGを設

けて、既往実験や知見を把握するとともに、今後

解明すべき点についても議論を重ねつつある。各

免震部材の現状と課題は表2に示すように、疲労、

温度上昇、クリープ変形、シール破損、残留変位、

小振幅時特性など、免震部材によってまちまちで

ある。現在、新たに実験が計画されているものも

あり、指針としてまとめる時点では、より多くの
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図2 建物モデル　　　図3 ダンパー復元力

平面形 B×D

高さ H

建物密度 ρS

 ρB

上部構造固有周期 UT1

免震周期 BT1

ダンパー降伏せん断力係数　α

40m×40m

80m，120m，160m

1850N/m3

2500N/m3

0.025×H（m）sec

4.5sec

0.01～0.04

Dk1

Dδy

Dk2／Dk1

鉛ダンパー
（U180，U2426）

133kN/m/kN

0.75cm

0

鋼棒U型ダンパー
（SUD50）
36kN/m/kN

2.80cm

0.017

表1 建物モデル諸元
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知見を設計者に提供できるよう活動をおこなう予

定である。
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図4 免震層の応答変位と層せん断力関係

（H=120m。各々上からα＝0.01，0.02，0.03，0.04。

図中の波線は平均風力，◆・●印は荷重指針による風荷

重に対して免震層復元力の骨格曲線と力の釣合から求め

た最大変位点と残留変形を示す）

表2 耐風設計上の免震部材の現状と課題
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1 はじめに
日本国内の免震構造は、いくつかの地震を経験

して、その都度、優れた免震性能の評価を受けな

がら、既に25年を超える歴史を歩んできた。この

間、地震動の研究や、解析技術、設計技術の普及

は目覚しいものがあって、相当に複雑な構造（意匠）

計画にでも、対応できるようになってきている。

超高層、中間階免震のほか、いろいろと工夫を凝

らした架構形式（形状）が、免震構造の採用で実現

できるようにもなった。また、免震部材も高性能

かつ大型化し、免震建築物の可能性はますますの

広がりをみせようとしている。

施工部会では、免震構造の施工品質確保を目的

として、JSSI免震構造施工標準2001（初版）を刊行

し、2005年（改訂版）に引き続いて、2回目の改訂と

なる。免震構造の施工方法も、試行錯誤を繰り返

しながら着実に進んできているが、基本的な工法、

施工管理方法は普遍であり、画期的な施工法とい

うものはない。2009年版については、特に目新し

い項目は多くないが、免震工事の基本に忠実であ

ることの大切さを強調するとともに、誰もが陥る

失敗事例や、予想外の不具合事例を顧みて、不具

合の再発防止となるような情報を盛り込んだもの

を目指している。

2 主な改訂内容とポイント
（1）製作管理（3章）

ベースプレートの制作管理

①レベル調整用治具例（下部ベースプレート）

ベースプレート設置用治具には鉛直、水平方向

の精度を調整し、固定できる機能が必要である。

そのため、ベースプレート側に取り付ける治具は、

取り付け方法を検討し、施工要領書に明記する。

②アンカーボルト

アンカーボルトの納まりについては、施工図等

で確認する。また、アンカーボルトが引抜き対応

のため長くなり、梁主筋と干渉する場合について

は、設置方法や施工手順を工事監理者と協議する。

③ベースプレートの製作精度

ベースプレートの製作精度の確認は基礎に設置

する前に必ず行うこととする。その際、メーカー

より積層ゴムフランジプレートの型板（テンプレー

ト）を取り寄せ、ベースプレートのボルト孔の位置

及び径の精度を照合するようにする。

（2）エキスパンションジョイント（3章、6章）

中小地震を受けたあと、定期点検や、臨時点検

でEXP.J部に段差が生じ、不具合と指摘された事例

が報告されている。EXP.Jに遊びがないために、地

震時の残留変形により発生する。残留変形は小さ

「JSSI 免震構造施工標準2009」改定の概要

技術委員会・施工部会（平成21 年8 月1 日現在）

委員長： 原田　直哉 株式会社アルテス

幹　事： 中澤　俊幸 株式会社東京建築研究所

委　員： 海老原和夫 株式会社大林組

小倉　　裕 株式会社免制震ディバイス

門　　隆司 オイレス工業株式会社

亀田　龍吉 大成建設株式会社

小塚　裕一 株式会社竹中工務店

白山　貴志 三井住友建設株式会社

館野　孝信 戸田建設株式会社

谷川　友秀 昭和電線デバイステクノロジー株式会社

鶴谷　　巌 夢構造コンサルタント

戸沢　康弘 前田建設工業株式会社
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な地震でも発生する場合があり、2～3cmの遊びを

持たせた段差の生じ難いディテールがのぞましい。

特に小地震時での残留変形による段差発生は、免

震建物に不具合があったと言われることになるの

で、中小地震後の復旧性を考えた設計、施工とす

るよう注意が必要である。

（3）仮設計画（5章）

1）すべり、転がり支承上へのタワークレーン設置

施工計画上、すべり・転がり支承で支持してい

る架構（梁）上にタワークレーンの基礎を設置せざ

るを得ないケースがある。タワークレーン基礎反

力により、局部的に大きな引き抜き力が生じるこ

とになり、これらの支承の浮き上がりを押さえる

十分な引張拘束材が必要で、施工時地震力を免震

層に委ねる場合には、水平剛性は低い補強とする

ことが望ましい。

2）水平拘束材の設置と撤去時期を記述

免震建築物がS造、SRC造の場合で、アイソレー

タ直上で鉄骨建方をする場合は、鉄骨建方時に積

層ゴムアイソレータの上下フランジに鉛直、水平

変形を固定する拘束材を設ける。上部構造の施工

が進むと、躯体重量によって積層ゴムに鉛直変形

し、水平拘束材工に圧縮力が生じて、撤去・取り

外しが困難になることがある。直上の剛な床もし

くは床組フレームの完成後直ちに撤去することが

望ましい。

（4）免震層の施工（6章）

1）基礎補強筋配筋の留意点を記載

免震部材下部基礎補強筋は、フック付きで立ち

上げ、配筋が下部ベースプレートの設置を妨げな

いように配慮する。下部ベースプレートの設置精

度は以後の躯体精度に影響するので位置、高さ、

傾きのチェックが重要となるが、特に鉄骨がアイ

ソレータに直接接合するような場合は細心の配

慮・注意が必要である。

2）取り付けボルトのトルク管理・増し締めを記載

免震部材を取付けボルトで固定する際、本書で

は、均等な締め付けを行うことを目的としてトル

ク管理を推奨している。特に設計者の指示、仕様

がない場合は、表1を参考に計画する。

3）ボルトの締め付け手順

現在一般的に用いられている方法として対角締

め付け方法があり、本書でも推奨している。しか

しながら、この方法はボルト本数が増えるに従い、

締め付け順序が複雑になり、ボルトを1本締め付け

る毎に対角に移動しなければならない等、作業時

間が非常に長くなり合理的ではない。ここでは、

参考に一方向締め付け手順を記載した。

①全ボルトを手で軽く締め付ける。

②トルクレンチの柄の一番短い部分を握りボル

トを一方向に全て締め付ける。

③4ないし8箇所を推奨トルク値で対角に締め付

け後、時計回りに順に締め付ける。

（5）充填性確認試験の判定（6章に追加）

充填性試験を実施し施工品質を確認することが

記載されている設計図書においても、充填率の判

定値が明記されていることは少ない。実際には、

工事毎に工事監理者と協議により決定しているこ

とが多い。これは、必要とされる充填率が、アイ

ソレータの最大面圧・コンクリート強度などの構

造的見地で単純に決定されるのではなく、施工試

験で生じた空隙の大きさや位置の分布を見た上で、

採用する充填方法の手ごたえを持って総合的に決

定するプロセスを重視しているためである。その

ため、日本免震構造協会では、工事関係者が品質

の作り込みを共有する機会となる充填性試験の実

施を推奨している。また、充填性にとって高流動

コンクリートの品質管理および施工管理もポイン

写真1 段差の生じたEXP.J

ボルト呼び径

締め付けトルク

M39

800

M36

600

M30

400

M24

200

M20
以下

120

表1 締め付けトルク推奨値（N･m）
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トである。

充填性試験は、コンクリート材料、ベースプレ

ートのディテールおよび打設手順の妥当性を判断

することを目的としているが、試験結果の判定は、

事前に工事監理者と十分な協議をしておく。空隙

とみなす最少気泡径はベースプレートが厚い場合、

むやみに小さくすることは現実的ではなく5㎜程度

が妥当とされる。一般に1～2㎜程度の気泡のカウ

ントは充填率に大きく影響を与えない場合が多い。

参考として、施工上十分達成が可能である充填率

約90％の試験結果2例の状況を下図に示す。この図

から充填性の判定には、空隙の大きさや分布が重

要であり、充填率だけで判断できないことが分か

る。なお、空隙がブリージングの水分で生じたも

のでないことも確認しておく。

（6）竣工時検査（9章）

1）検査実施者（第3者）の推奨

一般に、竣工時検査は施工者の実施する検査と

して位置づけられているが、免震建築物に関して

は、維持管理の重要性、判断の公平性を担保する

上でも、免震構造に関する実際の検査は、有資格

者の第三者が実施することが望ましい。また、計

測方法が検査実施者により異なると、竣工時検査

結果が、維持管理の初期値として問題となる事例

が多々報告されている。維持管理の検査実施者が

竣工時検査時にきめることができれば、引き続き

検査を委託することも考えられる。

2）検査時のアドバイス

○設備施工者の立会いを推奨

竣工時検査は、今後の維持管理に必要な初期値

を計測する重要な検査を含むため、施工者（建

築・設備）および監理者立会いのもとで行う。設

備施工者を立ち会わせるのは、躯体と配管系のク

リアランス、可動範囲を確認する必要があるから

である。

○免震部材取付けボルトの増し締めマーキング

免震部材取付けボルトは建物荷重が加わること

によってボルトが緩み、増締めが必要になる場合

が多い。検査・点検時に増締めを行うと同時に維

持管理用マーキングを行うと良い。

○耐火被覆された免震部材の点検

耐火被覆された免震部材は耐火被覆を取り外し

て、点検する必要があるが、全数取り外すのは容

易でなく現実的ではない。耐火被覆取り付け前に

点検を済ませておく。

3）維持管理用マーキングについて

「免震建物の維持管理基準」では、維持管理用マ

ーキングについて、あらかじめ設計図書に明記し、

竣工時検査で確認することとしている。主なマー

キングの種類を以下に示す。

①免震部材固定用ボルトの締め付け後のマーキ

ング（施工者実施、増し締め後）

②免震部材の鉛直・水平変異計測用マーキング

（検査技術者等、実施）

③免震層・建物外周部のクリアランス測定用マ

ーキング（検査技術者等、実施。金属板を埋め

込んだりする場合は施工者実施）

④建物位置計測の下げ振り用フックと0点をマー

キングした金属板の埋込み（施工者実施）

（7）施工計画上の留意事項（10章抜粋）

免震建築物の施工計画上の留意点は、初版から

判定値の決定
に関わる項目

充填率のカウント方法
に関わる項目

施工性に関わる項目

・充填材料（スランプフロー、スランプロス）
・打設方法
・人員配置
・打設時間

・長期最大面圧
・大地震時の有効受圧面と
支圧分布
・充填部のコンクリート 
強度
・安全率

・許容する最大空隙径
・空隙とみなす最小気泡径
・許容する空隙位置の分布
・偏り

表2 充填性試験に関連する項目

充填率≒90% 充填率≒90%
（大きい空隙あり）

図1 試験結果の比較
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改訂を重ねるごとに項目が増えている。また不具

合事例も報告されているので、今後とも充実して

いきたい章である。

1）建物躯体の乾燥収縮によるひずみ対策

免震構造では、コンクリートの自然乾燥収縮や、

温度変化による躯体の膨張収縮によって免震部材

の水平変形が発生する。建物の中心から遠い個所

ほど変形量も大きい。大規模な平面の建物では、

端部での変形量が10mm以上になる場合がある。ま

た、乾燥収縮は竣工後も続くので、施工精度への

影響や仕上げの納まりについて、工事監理者と事

前に十分協議することが望ましい。

2）免震層の雨水対策

施工期間中は雨水が免震層に流入することがあ

るが、これによる免震部材の水没は絶対に避けな

ければならない。免震部材が水没した場合、その

耐用年数や性能等に影響する恐れがあり、すべ

り・転がり系アイソレータは交換が必要になる場

合もある。

3）免震部材の火気防護（養生）

免震部材の近辺で火気を使用する場合は、その

熱や火花が免震部材に影響しないよう、確実な養

生処置が必要である。火気による免震部材の変質

は、その耐久性や性能等に影響する恐れがあり、

交換が必要になる場合もある。

4）免震建物表示義務（看板設置：平16建告第2009

号第4の五）

免震建物には、出入口その他の見やすい場所に、

免震建築物であることその他必要な事項を表示す

ることが、法令で定められている。

（8）免震建築物の耐火・防火措置について

工事関係者の必要な知識として記載した。

1）耐火建築物の概要

建築物を耐火建築物とする場合には、耐火構造

を組み合わせて建築物を構成する仕様規定（ルート

Aと呼ばれる）と、建物毎に火災性状を算出してそ

れに見合う性能の部材で構成する性能規定（耐火性

能検証法、ルートB，Cと呼ばれる）の2種類の方法

が選定される。免震建築物には基礎免震と中間階

免震があるが、基礎免震は免震部材が基礎扱いと

なり、主要構造部ではないため、基本的に耐火構

造とする必要はない。

2）ルートAでの留意点

免震部材を設置している柱部分、スリットが設

けられている防火区画、防火区画内のエキスパン

ションジョイント等がある。それぞれ大臣認定の

ある部材、無い部材があり、施工者は施工計画時

に設計者と協議が必要である。防火区画内のスリ

ットやエキスパンションジョイント等には認定制

度そのものが無いため、設計者と協議し、場合に

よっては建築主事への確認が望ましい。

3）ルートB，Cでの留意点

ルートBに関しては、現在、免震構造の規定がな

いため、このケースに該当しない。

免震建築物は耐火認定されていない部材も多い

ため、法令の定める性能を満たすかどうか、指定

性能評価機関が審査・評価し、国土交通大臣が認

定するルートCを採用する場合がほとんどである。

施工者は施工計画時に設計者と協議し、どのよう

な耐火構造・防火区画構造となっているか、どの

ように配置されているかを、耐火被覆施工業者に

指示する必要がある。

4）耐火に関する施工上の留意点

○免震部材の耐火処理

・アイソレータまわりに耐火被覆材を取り付ける

時は、確保すべき水平変位量によって、柱躯体

を増し打ち等調整する必要があるので納まりを

十分検討する。

・耐火被覆の仕様（種類）によっては、躯体の水平

レベルを確保する必要があるものや、耐火被覆

材の取付下地金物の固定用に、予めベースプレ

ートにボルト孔を空けておくことがある。

・竣工時の維持管理において免震部材点検のため、

アイソレータ周りの耐火被覆材は取り外しが可能

な収まりとするが、耐火被覆で覆う前に全数検

査・点検・計測を実施しておくことが望ましい。

・柱が外部に露出する（中間階、柱頭免震）場合に

写真2 免震建物表示看板
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は雨仕舞いを十分検討する。

・水平変形時に周辺壁、設備材に耐火被覆材が干

渉しないか確認する。

○防火区画材

・免震層の外壁スリット部は雨仕舞いと耐火を十

分に検討する。

・免震層のスリット部の高さを一律にしないと段

差が生じ、納まりが複雑になるので注意する。

・免震層のスリットが平滑でないと耐火材による

防火区画処理の際、隙間が生じやすくなるので

平滑性に心がける。

・免震層のスリット部は十分な高さ（クリアランス、

50mm程度）を確保する。

3 おわりに
本書は、JSSIの推奨する「健全なる免震建築の普

及」に向けて、施工面からの品質確保を目的とし

ており、はじめて免震構造の施工や監理を手がけ

る技術者のよりどころとなるよう編集してまいり

ましたが、ベテランの施工経験者や、設計者であ

っても、施工の最新情報や参考事例として利用し

ていただきたいと考えています。今後とも、JSSIの

推奨する「健全なる免震建築の普及」に、本書を

役立てていただければ幸いです。
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1 はじめに
日本免震構造協会 応答制御部会の活動の一つで

ある制振建物見学会が、2009年9月4日（金）東京工

業大学大岡山キャンパスにて、応答制御部会の委員

を中心に17名の参加を得て開催されました。

見学会では、耐震改修工事が行われた緑が丘1号

館において、改修工事の全般に亘りご尽力された竹

内徹教授より概要のご説明を頂き、その後キャンパ

ス内の改修建物をご紹介いただきました。

2 耐震改修工事の概要
耐震改修工事が行われた緑が丘1号館は、1967年

に建設された鉄筋コンクリート造建物であり、1971

年の基準法改正以前に設計されたいわゆる既存不適

格建物です。この建物の長辺（桁行）方向では、ラ

ーメン架構が主要な耐震要素ですが、柱帯筋の不足

からせん断破壊が先行し、耐震性が不足する状態で

した。ここに座屈拘束ブレースを用いた外付け制振

補強（図1）を行い、部材の履歴エネルギーにより地

震エネルギーを吸収して応答そのものを低減し、下

層階の柱に行われた炭素繊維巻補強効果と併せ、レ

ベル2地震時にも層間変形角を1/250以下に留めて建

物の損傷を大幅に低減しています。従来の鉄骨ブレ

ース等による強度型補強に比べ、エネルギー吸収型

補強の優位性を示す結果となっています。

東京工業大学緑が丘1号館レトロフィット

鹿島建設 辻　泰一

技術委員会 応答制御部会 見学会報告

写真1 緑が丘1号館（改修前）

■東京工業大学緑が丘1号館レトロフィット

所 在 地：東京都目黒区大岡山

発 注 主：東京工業大学 施設運営部

デザイン　：東京工業大学 安田幸一研究室

　アーキテクト　　　　　　 ＋竹内　徹研究室

施　　工：清水建設

工　　期：2005年8月～2006年4月

主要用途：大学施設（講義・研究棟）

建物規模：地上5階、地下1階、塔屋1階

構　　造：鉄筋コンクリート造＋制振ブレース

最高高さ： 18.65m 軒　　高： 19.50m

敷地面積： 246,337m 建築面積： 1,321m

延床面積： 6,595m 基準階面積： 1,042m

  2  2

  2  2

表1 建物概要

図1 改修方針

写真2 緑が丘1号館（改修後）
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一方でこの制振ブレースはその外部に取り付けら

れたファサード（ルーバー・ガラス）の下地となって

半開放型のダブルスキンを構成しており、夏・冬期

の熱負荷軽減と中間期の自然換気を可能とする環境

面での改善と外観デザインを一新する意匠面の改善

を同時に図っています。

3 現地見学
改修工事の概要説明に続き、緑が丘1号館のファ

サードと一体となった制振ブレース補強の詳細をダ

ブルスキンの内外部より見学しました。座屈拘束ブ

レースとその鋼管を下地としたルーバーが既存建物

庇の外側に整然と取り付けられ、ブレース鉛直反力

は建物端部の耐震壁に伝達して補強杭は不要とする

など、コストにも配慮した改修計画となっています

（写真3、4）。

概要説明の間にも自然風が通り抜け、ルーバーの

腰部分に配されたガラスからは以前と変わらぬ眺望

が確保されている等、ファサードと一体となった改

修の有効性の一端を感じとることができました。

緑が丘1号館に続き、同様に制振ブレース補強され

た緑が丘3号館、北1号館、事務1号館とキャンパス内

の建物を見学して回りました。いずれも既存建物の

デザインや構造との調和を図るための工夫が各所に

見られました（写真5、6）。

4 おわりに
制振レトロフィットの構造計画と、デザイン・環

境面での保全・改善計画が調和した改修建物を見学

し、改めて意匠・構造・環境各系のコラボレーショ

ンの重要性を認識する見学会でした。

最後に、いつも当部会の活動にご協力・ご指導頂

き、今回も貴重なお時間を割いて見学会を開催して

頂いた竹内先生に深く感謝申し上げます。
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写真3 制振補強ブレースと竹内教授

写真4 制振ブレース脚部ディテール

写真6 事務1号館写真5 北1号館
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報告

下記のとおり、2009年度（第2回）「免震構造・制振構造に関わる優秀修士論文賞」応募論文を募集します。

応募要項を参照のうえ、来る2010年3月1日（月）（当日消印有効）までに、選考のために必要な資料を添付

のうえ、ご応募をお願いいたします。

〈応募要項〉

1．応募資格

当該年度に我が国の大学院における修士の学位を取得あるいは取得見込みの者。なお共著、単著とも応

募できる。

2．選考の対象

建築構造物を対象とした免震構造・制振構造などの応答制御に関わる大学院修士論文で、論文指導教員

の推薦書を付して本人が応募したもの。

3．選考方法

選考は日本免震構造協会、技術委員会（委員長和田章）に選考委員会を設置し行う。

選考規準として、学術的水準とともに、免震・制振構造の普及に貢献する可能性も評価する。

4．選考の資料

1）推薦書1部

2）概要2部

※MS-WORDファイルA4判用紙で原則2頁（両面不可）とする（下記応募論文概要の記載方法を参照）。

3）論文本文2部（それぞれ，査読の段階で破損しないようにしっかりと綴じること）。

4）資料の作成費は本協会では負担しない。

5．資料の取り扱い

1）資料の提出先は、日本免震構造協会、修士論文顕彰委員会宛とする。

2）選考のため提出された資料は原則として返却しない。

6．表彰

1）表彰の数は3件以内を原則とする。

2）賞は、「日本免震構造協会優秀修士論文賞」と称する。

3）「優秀修士論文賞」の表彰は、賞状および記念メダルとする。

4）表彰式は2010年度の日本免震構造協会の総会で行う。

5）表彰式において受賞論文の概要をパネル展示する。

6）表彰論文は、題名、著作者名、論文概要、授賞理由等を本会会誌「MENSHIN」および本会ホームペ

ージに発表する。

2009年度（第2回）「免震構造・制振構造に関わる優秀修士論文賞」
応募論文の募集

日本免震構造協会　技術委員会
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〈応募論文概要の記載方法〉

応募論文の概要（表題等の記載方法）は下記のようにすること。

（1）表題

文字は12ポイントのゴシック体（副題は10.5ポイントのゴシック体）でセンター揃えにし、上部に約2cmの

余白をとること。

（2）氏名

表題より1行あけ、文字を10.5ポイントのゴシック体として、著者氏名および所属大学を記入する。

（3）本文

1）文字は10.5ポイントの明朝体とする。

2）氏名より1行あけて書くこと。本文の左右および下部は2cmの余白をとること。

3）参考文献は9ポイントの明朝体とする。

※計算式等が入ることによってA4判用紙2頁を超えてしまう場合には事務局に問い合わせること。

〈応募先〉

（社）日本免震構造協会事務局「2009年度修士論文顕彰委員会」係

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

TEL : 03-5775-5432／FAX : 03-5775-5434

E-mail : irie@jssi.or.jp
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45報告

報告

1 はじめに
本年8月26日～28日の3日間、日本建築学会の大会会場である東北学院大学にて当協会主催 免震構造に関す

る展示会「免震フェア2009」を開催しました。これは、昨年度に引き続き、免震建築物の普及活動の一環と

して行いました。

2 展示会概要
開 催 日：2009年8月26日～28日

展示会場：東北学院大学 2号館前

免震体験コーナー：東北学院大学第2駐車場

出展会員（11社）：オイレス工業㈱、㈱大林組、岡部㈱、昭和電線デバイステクノロジー㈱、

新日鉄エンジニアリング㈱、THK㈱、㈱竹中工務店、鉄建建設㈱、㈱日建設計、

明友エアマチック㈱、㈱免制震ディバイス

3 謝辞
今回も、各出展会員より免震分野の最新技術を紹介、ならびに免震と非免震建物内の揺れの違いを肌で感

じる事ができる免震体験車を配備しました。展示コーナーでは、多くの方々が興味を持って各社担当者に質

問をしていました。担当者の中には、企業間を超えて丁寧な説明をしてくださる方がいらっしゃいました。

今回で3回目を迎えた「免震フェア」ですが、当協会会員以外の方に免震をアピールできた大変良い機会

となりました。本展示会を盛況のうち無事終了できましたのも、東北大学大学院　井上 範夫先生並びに、櫻

井 一弥先生、佐藤　健先生、東北学院大学関係者、出展会員の多大なご尽力の賜物であったと存じます。こ

こに普及委員会教育普及部会関係者一同、厚く御礼申し上げます。ありがとうございました。

「免震フェア2009」in 日本建築学会大会

普及委員会教育普及部会

写真1 展示会場の様子 写真2 免震体験コーナーの様子
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免震部建築施工管理技術者講習・試験は、今年で10回目となりました。

本年度は、10月4日（日）に都市センターホテル（東京）にて行われました。

受験申込者は242名で、当日の受験者は233名でした。

当日のプログラムは、4つの講習終了後に試験（70分）を実施しました。

午前中の講習は、「免震部建築施工管理技術者制度と運用について」を西川会長より、つづいて「免震構

造の一般知識」を谷沢委員、午後の講習は「免震部材の基礎知識」を海老原委員、つづいて、「免震部施

工の要点」を舘野委員長と小林委員が講師を担当しました。

当日は、資格制度委員会試験部会と事務局12名で役割分担をし、滞りなく無事に終了しました。その

後、資格制度委員会で採点・合否審査を行い、合否通知は10月22日に送付しました。合格者には併せて

登録申請の受付を行い、来年の1月下旬には、「免震部建築施工管理技術者登録証」を発行の予定です。

平成21年10月13日現在で、免震部建築施工管理技術者は2199名です。

昨今は、設計図書、特記仕様書などに免震部建築施工管理技術者による施工管理を要望する旨があり、

資格取得者が増えることが期待されます。

～当日の協会関係者～

資格制度委員会「試験部会」

委員長：舘野孝信（戸田建設）

委　員：海老原和夫（大林組）、小林　実（鹿島建設）、谷沢弘容（NTT.F中央）、中村俊之（大成建設）、

林　章二（清水建設）、平野範彰（竹中工務店）、龍神弘明（前田建設工業）

事務局／西川孝夫会長、可児長英専務理事、佐賀優子、入江麻子

平成21年度免震部建築施工管理技術者講習・試験の実施

報告

講習1 西川会長 講習会受講の様子

資格制度委員会委員長
長橋　純男
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47理事会議事録

平成21年度 第1回 理事会議事録

日　時 平成21年9月10日（木）午後3：00～5：20

場　所 日本免震構造協会　会議室

（東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階）

出席者 会　長：西川孝夫

副会長：五十殿侑弘、深澤義和、池永雅良

理　事：可児長英、小谷俊介、木村　功、

沢田研自、 山峯夫、寺本隆幸、

中山光男、西　敏夫、西谷　章、

能森雅己、深尾康三、細澤　治、

山口昭一、和田　章

監　事：大八木邦彦

事務局：佐賀優子

欠席者 理　事：梅野　岳、笠井和彦、鈴木重信、

長橋純男、緑川光正、山崎眞司、

芳村　学

監　事：小堀　徹、曽田五月也

事務局：永井　潔

◇開　会
定刻に至り、事務局より開会が告げられ、引

き続いて西川会長が挨拶した。

◇定足数の報告
事務局より、本日の理事会は定足数（出席理事

18名、委任状提出6名／理事総数25名）を、満た

しているので理事会が成立する旨が告げられ、

西川会長が議長となり議事に入った。

◇議事録署名人選出
議事録署名人として、池永雅良理事（第一種正会

員）・西谷　章理事（第二種正会員）が選出された。

◆第1号議案　新入会員と委員委嘱の承認に
ついて　 ………………………………資料⑨
事務局より、第2種正会員入会の久田嘉章氏

（工学院大学・教授）及び技術委員会委員1名の

委嘱について説明があった後、審議に入り異議

なく承認された。

◆第2号議案　新公益法人移行の準備／委員会
発足・委員長の承認について　 ……資料⑩
新法人改革に伴う対応委員会として「新法人

準備委員会」の設置及び委員長には池永雅良氏

の審議に入り異議なく承認された。

◇報告事項

1）静岡・駿河湾沖地震報告　

山理事より、8月11日に発生した静岡地震

についての報告があった。

静岡県庁・静岡新聞社など免震の効果が

あった。

2）会員動向　 …………………………資料①

第1種正会員は、1社増えて98社（121口）、第2

種正会員は、3名減少して167名となった。

3）8月収支報告　………………………資料②

4月から8月までの5ヶ月の収支について、収

入合計6,380万円・支出合計4,025万円で、当

期の収支差額は、2,355万円。前期繰越収支

差額3,120万円で、次期繰越収支差額は5,475

万円となっている。収入については、会費

（4,477万円）収入が順調にあったこと、支出

については、事業費支出は下期に多く支出が

あるので、現在は若干少なめである。

平成21年8月31日現在の貸借対照表の正味財

産は、1億6,318万円との報告があった。

4）免震部建築施工管理技術者と免震建物点検技

術者の会社一覧　 …………………資料③

当協会が認定しているふたつの資格登録者の

多い会社は、免震部建築施工管理技術者2194

名中、登録者の多い順に鹿島建設179名・大

成建設162名・清水建設156名・竹中工務店

146名・安藤建設101名等となっている。免震

建物点検技術者は977名中、多い順に竹中工

務店99名・清水建設36名・鹿島建物総合管理

35名・大成建設35名等となっている。

5）行事予定　 …………………………資料④

年内の行事は、9/16～18国際シンポジウムの

開催・10/4免震部建築施工管理技術者講習・

試験、11/8と11/29に同技術者対象の更新講習

会・11/25会誌65号発行の予定となっている。

6）国際シンポジウム開催について …資料⑤

9月16日～18日の3日間、会場は、駒場の東大

生研コンベンションホール。

16日と17日は、第1部テクニカルセッション

（英語のみ）で、参加費は会員5,000円・非会

10_理事会.qxd  09.11.10 2:17 PM  ページ 47



48 MENSHIN NO.66 2009.11

員8,000円・学生2,000円。18日は、第2部オ－

プンセミナー（日英同時通訳あり）で、参加費

は無料となっている。海外からは12ヶ国の参

加で、企業展示は8社。

7）基準整備事業について

①長周期地震動に関する検討　

小堀研究所や免震協会も加わる。

②地震力の入力と応答に関する基準の合理化

に関する検討

－表層地盤の加速度増幅率Gsに与える工学

基盤の傾斜の影響の整理－

清水建設、小堀研究所、免震協会が参加。

③免震建築物の基準の整備に資する検討

小堀研究所と清水建設、免震協会が参加。

8）各委員会活動報告について ………資料⑥

技術委員会他の活動が、資料⑥に基づいて報

告された。

9）会員増強について　 ………………資料⑦

現在の会員は、資料⑦の通り。賛助会員をも

っと増やす方向で、働きかけてみることにな

った。

10）新事業について ……………………資料⑧

事務局より、運営委員会で検討中の新事業に

ついてまとめた資料⑧の説明があった後、こ

れからの活動も含め普及・技術・教育の3つ

に分けて意見を求めたところ、次のような意

見があった。

①普及

・現在の表彰制度の枠を広げる。例えば協会

の認定資格保有者で、免震に多くの活動を

行った人などの表彰。

・途上国向けに、研究開発の助成金を出せる

機関、例えば外務省・JICA等への働きかけ。

・免震建築物である表示プレートを、協会で

作成し寄贈する。また、目立つ所に置くよ

うに建築家に働きかける。

・防災拠点は、全て免震にする。

②技術

・各種技術基準の整備及び機器免震（30社）等

の性能基準の作成。

③教育

・放送大学で、実務設計者による講義。（免

震は映像で見せることが有効である）

以上、種々意見があった。今後、運営委員会

にも反映させて、検討していくこととした。

11）事務局職員採用募集／その後について　

1名申込みがあり、面接を行った結果、10/1

から採用することとなった。

12）会誌menshin65号掲載「役員プロフィール」

について

8月に発行された会誌menshinに、「役員プロ

フィール」が掲載された。

事務局より、協力いただいたことに謝意の言

葉があった。

◇閉　会
以上ですべての議案の審議を終了したので、

午後5時20分に閉会した。

平成21年 9月 10日

議　長 西川　孝夫

議事録署名人 池永　雅良

議事録署名人 西谷　　章

10_理事会.qxd  09.11.10 2:17 PM  ページ 48



49日本免震構造協会性能評価（評定）完了報告

日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）を受け、
性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ行っております。
ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完了し、申請

者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建築
材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免震構
造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令第
59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60mを超える
超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価

◇業務区域
日本全域とします。

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分）原則として毎月第1水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇評価員
構造性能評価委員会 材料性能評価委員会

委員長 和田　章 （東京工業大学） 委員長 寺本　隆幸 （東京理科大学）
副委員長 壁谷澤寿海 （東京大学） 副委員長 山　峯夫 （福岡大学）

山崎　真司 （東京電機大学） 委員 曽田五月也 （早稲田大学）
委員 大川　出 （建築研究所） 西村　功 （東京都市大学）

島 和司 （神奈川大学） 山崎　真司 （東京電機大学）
瀬尾　和大 （東京工業大学）
曽田五月也 （早稲田大学）
田才　晃 （横浜国立大学）
中井　正一 （千葉大学）

◇審査基準
性能評価の審査は、第2号の2の区分にあっては、平成12年建設省告示第1461号「超高層建築物の構造耐力
上の安全性を確かめるための構造計算の基準を定める件」を含む建築基準法令、その他の技術基準に照ら
し審査いたします。
また、第6号の区分にあっては、平成12年建設省告示第1446号「建築物の基礎、主要構造部等に使用する
建築材料並びにこれらの建築材料が適合すべき日本工業規格又は日本農林規格及び品質に関する技術的基
準を定める件」を含む建築基準法令、その他の技術基準に照らし審査いたします。
具体的には、該当する業務方法書をご覧ください。

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）完了報告

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

適用範囲

材料性能評価

性能評価の区分件　名

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

FUYO式鉛プラグ挿入型
積層ゴム支承（G4）

申請者

フジタ
Wuxi FUYO Tech

09001
(H21.6.11)

JSSI-材評-
（完了年月日）
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたもの、及び
当協会免震建物データ集積結果により作成しています。間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。
また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　メディアWG URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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免震設計部会
委員長　公塚　正行

●設計小委員会

委員長　藤森　智

「免震装置の接合部・取り付け

躯体の設計指針」の今後の改訂

に向けての文献調査や資料収集

を行っている。具体的には、メ

ーカー作成の積層ゴムアイソレ

ータ取付部の図面・計算書の分

析、本指針の準拠図書である各

種合成構造設計指針の改訂内容

の把握、及び設計基準WGで作成

を進めているマニュアルに掲載

する設計例の内容調整等を行っ

ている。

●入力地震動小委員会

委員長　瀬尾　和大

2005年に刊行した『JSSI時刻歴

応答解析による免震建築物の設

計基準・同マニュアル及び設計

例』の担当部分の改定作業を行

い、原案を作成した。本年度の

建築基準整備促進補助金事業に

対応するため小委員会内にWGと

3つのSWGを設置し、本年度の活

動計画を策定した。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

免震建物における粘性系ダン

パー投入量の簡易設計法に関す

る検討を継続中である。また、

既存免震建物に設置されている

粘性系ダンパーの限界速度にお

ける減衰力と建物重量の比率を

パラメータとして、ダンパー投

入量の傾向を検討している。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

免震部材の性能に関わる実験

データ、実験計画について、情

ることが出来るため、扱いは容

易であり、エネルギー吸収部材

を単独に取り出して、実験を行

なうことが可能なところに大き

な利点がある。実験装置の容量

が十分であれば、実物大、実荷

重、実速度、実環境の実験が可

能である。

ただ、この数年の地震被害や

新しい実験で、これらのエネル

ギー吸収部材を取り出して、明

快な境界条件のもと、単純な繰

り返し荷重を与えていただけで

は、実際の構造物に組込まれた

状況を表してはいないことがは

っきりしてきた。

具体的には、免震部材の接合

部の問題、鉛直荷重と同時に平

面的に2方向の変形を受ける積層

ゴムの挙動、制振部材と周辺骨

組の変形との関係などである。

大きな地震災害を受ける前に、

これらの部分の実験や解析を進

展させ、さらにはより良い設計

法を確立させる必要がある。し

かし、日本の実験装置は容量、

速度、変形などの点でまだ貧弱

である。

米国のカリフォルニア大学サ

ンディエゴ校の大型実験装置は

有名であるが、最近では中国の

精華大学、台湾の地震工学研究

所にも数千トンの鉛直荷重のも

とで、水平2方向の加力の出来る

実験装置が稼働し始めた。中国

の広州大学でも大型の実験装置

の設計が始まったといわれる。

我国にも、実大、実荷重、実速

度、実環境で実験のできる、世

界に負けない実験装置の建設が

望まれる。
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委 員 会 の 動 き

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は、7/14、9/8に開

催した。会員動向、収支状況を

確認したほか、普及活動、記念

事業等の進捗についても確認し

た。会の今後の事業展開につい

て、普及、技術、教育の観点か

らやるべきことを議論した。引

き続き議論をつめ、具体的な活

動をすすめる。法人会員を増や

す方針を確認した。

技術委員会
委員長　和田　章

免震構造も制振構造も、その

耐震設計の基本的な考えは、地

震時のエネルギー吸収を構造物

本体ではなく、例えば鉛ダンパ

ー、鋼材ダンパー、または粘性

ダンパーのような特定の部材に

吸収させることに特徴がある。

免震構造は鉛直荷重を積層ゴム

やすべり支承に負担させ、制振

構造では弾性変形可能な骨組に

よって負担させようとする考え

が基本である。

一般の構造物では「柱」、「梁」、

「壁」、「基礎」、「床」などが連続

的に一体のものとなって成り立

っているため、その力学的性質

を弾塑性領域にまで把握しよう

とすると、部材を全体骨組から

取り出して実験を行なっても、

周辺の境界条件の影響が複雑に

影響するため、正しくその性質

を捉えることは出来ず、接合部

の問題、隣の部材の挙動が、注

目した部材の性質にまで影響し

てしまう難しさがある。

免震構造・制振構造の場合は、

骨組本体は基本的に弾性設計す
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●水平二方向加力時の免震部材

の特性と検証法WG

主査 山　峯夫

本WGでは高減衰積層ゴムの2

方向加力実験および時刻歴応答解

析を実施し、2方向加力時の特性、

特に限界変形の影響について検証

を行い、ある程度の成果を得た。

成果はJSSIのWEBサイトに掲載

される予定となっている。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

●制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

制振部材の特性を共通評価す

るために、鋼材ダンパーおよび

摩擦ダンパーにも適用範囲を拡

大するための検討を引き続き行

なった。また、ファサードデザ

インに配慮した「東京工業大学

緑ヶ丘キャンパス耐震改修」の

見学会（約20名参加）を実施し、

基本設計を担当された東工大の

竹内徹教授から説明および案内

を受けた。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

耐火設計ガイドブックはWGで

現行の査読を開始。すべり系装置

の耐火構造認定条件を試験機関連

絡協議会に再提示し了承を得た。

今後、詳細実験計画を建材試験セ

ンターと打合せる予定である。オ

イルダンパーの耐火性能について

国士舘大学岸本教授（機械工学）

へのヒアリングを実施。

「免震建物の建築・設備
標準」作成WG

主査　森高　英夫

同標準2001年版の改定作業を、

昨年10月より月1回のペースで実

施して来た。本年9月に最終原稿

の確認を行い、10月に第2次改訂

版（2009年版）として発刊される

運びとなり、当WGは解散する。

免震建物を健全な社会資本とし

て残していくため、本標準の積

極的な活用を切に願っています。

「設計基準」作成WG
主査　北村　佳久

「時刻歴応答解析による免震建

築物の設計基準・同マニュアル及

び設計例」の改訂作業を引き続き

行っている。入力地震動小委員会

より、地震動部分の改訂原稿をい

ただき、改定原稿が出そろい、全

体を再度査読中である。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

各部会が協力していた記念事

業も終盤を迎えたので、来年度

の活動に備え、普及委員会とし

ての活動について検討する時期

になった。建築を取り巻く環境

は明るいとは言えないが、普及

委員会としては効果的な免震構

造普及のために4部会で協力して

検討する予定である。

教育普及部会
委員長　前林　和彦

8月26日～28日に東北学院大学

で開催された日本建築学会大会

に「免震フェア2009」を出展し

た。会員による展示会場と免震

体験車に多数の方の来場があり、

たいへん盛況であった。危機管

理産業展2009（10月21日～23日）

への出展・講演、応答制御等の

講習会等（11月以降）も予定して

いる。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は、7月22

報を蓄積した。応答解析法につ

いて、鉛ダンパーの復元力モデ

ル、クリープ変形を考慮した風

応答最大変位の簡易評価法と動

的解析法の整合性を検討した。

他方、国交省基準整備事業

「免震建築物の基準の整備に資す

る検討」に「風関連問題が加わ

った」との紹介があり、本部会

との役割分担について意見交換

をした。

施工部会
委員長　原田　直哉

JSSI免震構造施工標準を改訂

し、2009年版を8月に刊行した。

本年度の免震部建築施工管理技

術者の講習会（新規、更新）では

テキストとして配布される予定

である。

免震部材部会
委員長 山 峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長 山　峯夫

アイソレータ小委員会では、

免震構造の最新の知見を盛り込

んだ「免震部材と免震設計入門

（仮題）」の刊行にむけて執筆に

取り組んでいる。原稿がほぼ揃

ってきたので、今後は原稿全体

の読み合わせを行うことにして

いる。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

アイソレータ小委員会と連携

を取りながら進めることとなっ

た「免震部材と免震設計」に関

するダンパーの原稿作成（概要・

特徴、各ダンパーの基本性能、

耐火性・耐久性等）及びオイルダ

ンパーの耐火性能について継続

審議している。
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資格制度委員会
委員長　長橋　純男

資格制度委員会は、当協会が

認定する「免震部建築施工管理

技術者」および「免震建物点検

技術者」の資格に関わる講習・

試験の実施及びその合否判定に

関わる事業を担当している。そ

こで、今年度第2回運営幹事会を

7月29日（水）に、また第3回運営

幹事会を9月2日（水）に開催し、

今年度開催する下記の4回の講

習・試験等に関わる諸準備を行

った。なお、10月4日（日）開催の

「第10回免震部建築施工管理技術

者講習・試験」には233名が受験

（受験申込者242名）し、建築界に

おけるこの資格への高いニーズ

が継続していることを示唆した。

10月4日（日）

第10回免震部建築施工管理技術

者講習・試験

会場：都市センターホテル

11月8日（日）

第5回免震部建築施工管理技術者/

更新講習会

会場：砂防会館

11月29日（日）

第3回免震建物点検技術者/更新講

習会

会場：建築家会館

1月23日（土）

第8回免震建物点検技術者講習・

試験

会場：砂防会館

記念事業委員会
委員長　川口　健一

本協会の15周年記念事業活動

も後半戦の山場を終えた。記念

事業の後半の目玉企画として、

記念国際シンポジウム部会（斉藤

大樹部会長）において

○「持続的社会のための地震応

答制御建築物に関する国際シ

ンポジウム」（2009年9月16日

（水）～18日（金）、於：東京大

学生産技術研究所コンベンシ

ョンホール）

を開催し、世界12カ国よりの

参加者、テクニカルセッション

135名、オープンセミナー150名

の出席者を得て、大盛況かつ成

功裏に幕を閉じた。

また、広報部会（加藤晋平部会

長）では見学会が好評を博してお

り、記念事業委員会の最後の催

し物として、第4回目の見学会を

計画中である。

現在まで、他に、下記のプロ

ジェクトが成功裏に遂行されて

いる。

記念調査研究部会（古橋剛部会長）

において、

○「研究助成事業」による奨励

金支給研究公募（2009年6月審

査終了）

コンペ部会（立道郁生部会長）に

おいて、

○「優秀修士論文賞（2009年協会

総会に於いて授賞式終了）」

○「国際アイディアコンペ」

（2009年協会総会に於いて授賞

式終了）

○「子ども絵画コンクール～地

震災害のない未来、2050年の

こんな家、こんなまちなみ、

こんなくらし～」（2008年12月

審査終了，授賞終了）

広報部会（加藤晋平部会長）では3

回の見学会

○第3回天満計画新築工事建築現

場見学と講演会（2009年6月5日）

市民イベント実施部会（三山剛史

部会長）では、

○免震構造普及イベント「来て！

見て！乗って！免震」（2008年8

月29日～31日）

日（水）に開催されました。8月25

日（火）発行予定の会誌65号の進

行状況、次の66号の内容及び執筆

依頼について検討しました。

創立15周年記念事業は9月に国

際シンポジウム、11月末に第4回

記念見学講演会が三菱一号館で

開催される予定であることが報

告された。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

8月5日に第19回委員会を開催。

活動テーマとして、「免震を普及

させる」「阻害要因を解決する」

ためのテーマと、進める上での

個別テーマについて討議を行い、

関連の情報交換を行った。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

9月16日～18日に、日本免震構

造協会創立15周年を記念する国

際シンポジウム「持続可能な社

会のための地震応答制御建築物

に関する国際シンポジウム」が

東京大学生産技術研究所コンベ

ンションホールにおいて開催さ

れた。国際委員会を中心に約1年

前から準備を進め、なんとか開

催に漕ぎ着けることができた。

12ヶ国から120名を超える参加

者を得て、最先端の研究成果の発

表と活発な討議が行われ、成功裏

に終えることができた。関係各位

のご支援に深く感謝したい。

今回のシンポジウムを通じて、

免制振技術は新時代の耐震技術

として確実に世界に普及が進ん

でいること、日本がリーダーシ

ップとなってさらに普及を促進

する必要があることが確認され

た。国際委員会では、シンポジ

ウムの成果を整理し、今後の活

動に反映させたいと考えている。
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2008年の当協会15周年を記念

して2年間にわたり様々な事業を

企画してきたが、そろそろ本委

員会のミッションも終了が近づ

いてきた。本事業委員会の推進

力は各部会長の情熱と各部会委

員の積極的な協力である。おか

げで各プロジェクトともに予想

を超えて盛り上がり、良好な実

行成績を上げてくることが出来

た。また、修士論文賞や研究助

成事業など、若手研究者等を盛

り立てていくための仕掛けとな

る継続事業も本委員会から立ち

上げていくことが出来た。各部

会長ならびに委員の方々に御礼

を申し上げたい。また、協会委

員の関心と協力に対しても感謝

したい。
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日付 委員会名 開催場所 人数

7.1 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG/ 
事務局 18

 高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG
7.1 国際委員会 建築家会館3F小会議室 8
7.1 技術委員会/耐風設計部会 建築家会館1F大ホール 5
7.2 普及委員会/教育普及部会 事務局 7
7.3 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 10
7.3 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会/4章打合せ 建築家会館3F小会議室 5
7.7 技術委員会/免震部材部会/「免震部材標準品リスト-2009-」作成WG 事務局 13
7.7 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 〃 13
7.7 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 8
7.8 技術委員会/「免震建物の建築・設備標準」作成WG 事務局 9
7.9 技術委員会/防耐火部会/標準試験体WG 〃 7
7.13 技術委員会/「設計基準」作成WG 〃 5
7.14 運営委員会 〃 12
7.15 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG/ 

〃 18
 高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG
7.15 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 〃 11
7.16 建築計画委員会 〃 4
7.17 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 7
7.21 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG 〃 16
7.22 普及委員会/出版部会/「MENSHIN」65号編集WG 〃 5
7.22 普及委員会/出版部会 〃 10
7.23 技術委員会/施工部会 〃 6
7.27 国際委員会 〃 9
7.28 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 建築家会館3F小会議室 5
7.28 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 事務局 12
7.29 資格制度委員会/運営幹事会 〃 8
7.31 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会/4章打合せ 〃 3
7.31 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会/オイルWG 建築家会館3F小会議室 5
8.3 技術委員会/耐風設計部会 事務局 6
8.4 技術委員会/防耐火部会/「耐火設計ガイドブック」作成WG 〃 6
8.4 技術委員会/防耐火部会 〃 15
8.5 技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG 建築家会館1F大ホール 10
8.5 普及委員会/社会環境部会 事務局 6
8.7 技術委員会/「免震建物の建築・設備標準」作成WG 建築家会館3F小会議室 9
8.7 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 事務局 11
8.17 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 〃 11
8.19 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 7
8.20 国際委員会 事務局 7
8.28 建築計画委員会 〃 4
8.31 国際委員会 建築家会館3F小会議室 4
8.31 資格制度委員会/施工管理技術者審査部会 事務局 3
8.31 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 建築家会館3F大会議室 10
9.2 資格制度委員会/運営幹事会 事務局 9
9.2 技術委員会/「設計基準」作成WG 建築家会館3F小会議室 4
9.3 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG/ 

事務局 15
 高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG
9.3 技術委員会/「免震建物の建築・設備標準」作成WG 建築家会館3F小会議室 9
9.4 普及委員会/教育普及部会 事務局 8
9.7 記念事業委員会 〃 7
9.7 技術委員会/防耐火部会/「耐火設計ガイドブック」作成WG 建築家会館3F小会議室 7
9.8 運営委員会 事務局 12
9.8 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 建築家会館3F小会議室 5
9.9 国際委員会 事務局 6
9.9 技術委員会/防耐火部会/標準試験体WG 〃 4
9.9 技術委員会/防耐火部会 〃 14
9.9 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 〃 11
9.10 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会/4章打合せ 建築家会館3F小会議室 5
9.14 技術委員会/防耐火部会/「耐火設計ガイドブック」作成WG （株）三菱地所設計会議室 7
9.14 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 建築家会館3F大会議室 16

委員会活動報告（2009.7.1～2009.9.30）
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日付 委員会名 開催場所 人数

9.24 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 事務局 13
9.25 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 9
9.29 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 8
9.30 技術委員会/防耐火部会/標準試験体WG・耐火試験WG合同 〃 7
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会員動向

会員種別 会員名 業種または所属

入　会

会員数 名誉会員 1名
（2009年9月30日現在）

  第1種正会員 98社

 第2種正会員 167名

 賛助会員 68社

 特別会員 6団体 

氏　名 業　種会員種別

退　会

第2種正会員 鈴木　祥之

　　 〃 川村　純男

第1種正会員 大豊建設（株） 建設業/総合

第2種正会員 久田　嘉章 工学院大学　建築学科　教授
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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会員動向

社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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会員動向

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料　｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

　　　　　　4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　）　c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b,土木　c.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　d.その他（　　　 　）

a.不動産　b,商社　c.事業団　d.その他（　　  　　  ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

社団法人日本免震構造協会 入会申込書
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会員動向

社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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会員動向

社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員動向

会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容
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83行事予定表

I n f o r m a t i o n

12/10 平成21年度免震建物点検技術者講習・試験申込受付締切り

12/16 通信理事会

12/28 仕事納め

年末年始の休暇　　12/28～1/4

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

2 

9 

16 

23

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

2月

2/19 理事会（JSSI会議室）

2/25 会誌「menshin」No.67発行

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

12月

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24/31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1月
1/5 仕事始め

1/18 通信理事会

1/23 平成21年度免震建物点検技術者講習・試験
（東京：砂防会館）

は、行事予定日など行事予定表（2009年12月～2010年2月）
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インフォメーション

◇受賞のお知らせ
事務局

◇危機管理産業展2009
事務局

当協会　第2種正会員　岡本 伸 氏（株式会社ピーエス三菱 顧問）が、建築分野における研究技術開

発活動を通じての、建設行政ならびに関連学協会、産業界への貢献等のご功績により、平成21年度春

の叙勲に際し、「瑞宝中綬章」を受賞されました。

写真　平野講師 写真　当協会ブース

2009年10月21～23日「危機管理産業展2009」におきまして、当協会普及委員会が中心となり、

「ルームプレゼンテーション」ならびに「展示」を行いました。

「ルームプレゼンテーション」では、本協会を代表して 教育普及部会、社会環境部会委員 平野 範彰

氏（株式会社竹中工務店）にご講演をしていただきました。

■日　　　時：10月21日11時15分～12時15分

■講演テーマ：地震リスクの低減と免震建物

－地震時・地震後も事業継続を可能にする免震技術－

「展示ブース」では、3日間にわたり、教育普及部会委員が常駐し、来場者の質問に積極的に応対し

ました。「免震」に関する書籍コーナーをはじめ　展示物は、国際アイデアコンペ最優秀賞、優秀賞2

作品、DVD放映、部材模型、パネル、パンフレット等です。

会員の方々もブースに足を運んでいただきまして、ありがとうございました。
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新日鉄エンジニアリングの

免震シリーズ

■積層ゴム一体型免震Ｕ型ダンパー

従来の免震鋼棒ダンパーに比べ、降伏せん断力当たりの
価格が安く、経済的です。

積層ゴムアイレーターと一体にすることが可能です。
また、ダンパーのサイズ、本数や配置、組み合わせを選択できます。

免震U型ダンパーの360度すべての方向に対し、
ほぼ同等の履歴特性を示します。

地震後のダンパー部分の損傷程度を目視にて確認でき、点検が容易です。
また、万が一の地震後におけるダンパー交換も可能です。

■別置型免震U型ダンパー

免震Ｕ型ダンパー
低コスト

自由度

無方向性

メンテナンス

純度99.99％の純鉛を使用、数mmの変位から地震エネルギーを
吸収します。また800mm以上の大変形にも追随できます。

従来の径180の鉛ダンパーと比べ、２倍以上の降伏せん断力をもち、
経済的です。

地震後のダンパー交換も容易です。また変形した鉛ダンパーは
再加工後、再利用できるため、廃棄物になりません。

高品質

低コスト

メンテナンス

免震鉛ダンパー

強く、安く、扱いやすい
純鉛ダンパー

さまざまな設計・施工ニーズに
応える２タイプの免震Ｕ型ダンパー

■鉛ダンパー

〒141-8604 東京都品川区大崎一丁目5番1号大崎センタービル
Tel. 03-6665-4360 7 0120-57-7815 http://www.menseishin.com/
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〒103-0028 東京都中央区八重洲1-6-6 八重洲センタービル9階　TEL.03-5202-6865 FAX.03-5202-6848
e-mail menshin@group.bridgestone.co.jp

お問合わせ先

ホームページアドレス URL：http://www2.bridgestone-dp.jp/construction/antiseismic_rubber/

建設資材販売促進部　免震販売促進課

水平せん断試験風景

・免震部材を配置し応答計算を実行するソフト。
・告示計算と時刻歴解析の両手法での検討が可能。

・多様な模擬地震波を装備。
・ホームページより無償ダウンロード。

ブリヂストンの設計支援サービス

マルチラバーベアリングは、ゴムと鋼板でできたシンプルな構造。上下方向に硬く、水平
方向に柔らかい性能を持ち、地震時の揺れをソフトに吸収し、大切な人命を守ります。

ブリヂストン免震ゴム

免震部材配置計画支援プログラム

・最適積層ゴムサイズ
・解析結果

告示計算
GA　最適化

照査
N

Y

製品DB

確認

時刻歴応答解析

・柱座標
・軸力（長期／短期）
・積層ゴムタイプ

積層ゴムサイズ
の選定・配置

START

END 時刻歴解析による精査

上部構造物の
モデル入力

免震層の
荷重履歴曲線

NEW
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詳細は以下までご相談下さい。

国土交通大臣認定
天然ゴム系：
  FP180CN-0349
高減衰ゴム系：
  FP180CN-0350

【適合免震装置：天然ゴム系、
高減衰ゴム系支承】

目安寸法

600

1,310×1,310
1,510×1,510
1,710×1,710
1,910×1,910
2,110×2,110

けい酸カルシウム板

●耐火1時間性能試験を行い、非加熱面温度（裏面温度）
が告示で定める可燃物燃焼温度（建告1432号）以下で
あることを確認しています。
●400mm変位試験を行い、変位前後で異常が無い事を
確認しています。
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97インフォメーション

I n f o r m a t i o n
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震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

発 売 元 ： 社団法人日本免震構造協会

［日本語版］
価格（税込） ： 会　員 ￥1,500
  非会員 ￥2,000
  アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

価格（税込） ： 会員［特別価格］ ￥5,500
発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Frances社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）

政権交代がされ鳩山政権が誕生して、「マニフェ
スト」実行と財源確保が重要となりましたが、景
気後退による税収減少により四苦八苦して事業仕
分けが行われ、今後も公共事業は漸減していくも
のと思われ来年以降建設業界は冬の時代を迎える
のではないかと心配される昨今です。
こんな時節ですが、巻頭言の中島先生の言葉に
ありますように、免震は「機能継続」の切り札と
してその適用が拡がり続けており国民に浸透して
きています。今回の免震建築紹介ではまさに最適
解として免震が採用された公共施設の庁舎や病院
を掲載しましたが、計画に工夫がされていて参考

となる事例でした。
技術委員会報告では耐風設計、接合部や施工標
準など実務に即した会員に有益な報告がされてい
て今後も継続的に掲載して行きたいと思っており
ます。
免震建築訪問で伝統建築の外観を維持し大規模
地震直後の継続使用の要望に答えて免震レトロフ
ィットを行った「西新井大師総持寺」に訪問取材
した今回の編集WGは、小澤、猿田、世良、中川、
藤波、浜辺さんの6名の方々でした。御苦労様で
した。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記
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非会員価格
会員価格

発行年月内　　　　容タイトル

第5回技術報告会梗概集 技術委員会（免震設計・応答制御・免震部材・施工・防耐火部会等）の
2006年～2008年の活動報告書 【A4版・174頁】

￥2,000

￥2,500
2009年4月

免震部材の接合部・取付け
躯体の設計指針

免震部材の接合部や取付け躯体の設計をする際のガイドライン
【A4版・48頁】

￥1,000

￥1,500
2009年7月

タイトル 内　　　　容 発行年月
会員価格
非会員価格

会誌「MENSHIN」
免震建築・技術に関わる情報誌、免震建築紹介、免震建築訪問記、設計例、部材の性能、
免震関連技術等

【A4版・約90頁】

￥2,500

￥3,000

免震部材標準品リスト
≪改訂版≫－2005－

大臣認定された免震部材で、免震建築物の設計に必要な部材ごとの性能基準値を一覧表に
まとめたもの

【A4版・586頁】

￥3,500

￥4,000

免震建物の維持管理基準
≪改訂版≫－2007－

免震層・免震部材を中心とした通常点検・定期点検など、免震建物維持管理のための点検
要領などを定めた協会の基準
（ユーザーズマニュアル付） 【A4版・19頁】

￥500

￥1,000

設計・施工に役立つ問題事例
と推奨事例ー点検業務から
見た免震建物ー

免震建物の点検時に発見される設計や施工に起因する不具合事例について、推奨事例も含
めて解説。チェック編と解説編から構成。建築計画、構造計画、配管・配線計画、施工計
画、免震部材、維持管理について解説。 【A4版・20頁】

￥500

￥1,000

積層ゴムの限界性能とすべり・
転がり支承の摩擦特性の現状

積層ゴムアイソレーターの限界性能、すべり・転がり支承の摩擦特性に関する実データを
集積し調査結果をまとめたもの

【A4版・46頁】
￥1,500

年4回発行
2月､5月､
8月､11月

2005年2月

2007年8月

2007年8月

社会環境部会活動報告書
（免震建物と地震リスク、環境問
題、地震防災）

最近の免震構造を巡るトピックスとして、免震建物と地震リスク、環境問題、地震防災に
おける免震建物の有効性の3テーマを取り上げた活動報告書。

【A4版・101頁】

¥2,000

¥2,500
2007年12月

2003年8月

パッシブ制振構造設計・
施工マニュアル
≪第2版　第2刷≫－2005－

わが国で唯一のパッシブ制振構造専門の設計・施工マニュアル　摩擦ダンパーも加わり第
1版をさらに分かり易く改訂

【A4版・515頁】
￥5,0002007年7月

免震部材JSSI規格
－2000－

免震部材に関する協会規格　アイソレータ及びダンパーに関する規格集
【A4版・130頁】

￥1,500

￥3,000
2000年6月

JSSI 時刻歴応答解析による
免震建築物の設計基準・
同マニュアル及び設計例

時刻歴応答解析法により免震建築物の耐震安全性を検証する際の設計マニュアル
【A4版・175頁】

￥2,000

￥2,500
2005年11月

免震建築物のための
設計用入力地震動
作成ガイドライン

主に免震建築物の設計実務に携わる構造技術者が入力地震動について理解を深めようとす
る際の指標となるもの

【A4版・100頁】

￥1,000

￥1,500
2005年11月

免震建築物の
耐震性能評価表示指針
及び性能評価例

免震建築物の地震に対する性能を時刻歴応答解析法により評価する具体的な方法を示すも
ので、性能評価例付き

【A4版・225頁】

￥2,000

￥2,500
2005年11月

免震建物の建築・設備標準
－2001－

免震建物の建築や設備の設計に関する標準を示すもの
※売切中　2009年6月に改訂版発刊予定 【A4版・63頁】

￥1,000

￥1,500
2001年6月

免震のすすめ
これから建物を建てようとする方々向けに大地震から人命・財産・日常生活を守る免震建
物を分かり易く解説、メリット・装置の役割・コストと性能などを記したカラーパンフレ
ット 【A4版・3ツ折】

100部まで無料
（100部以上
ご相談）

2005年8月

大地震に備える
～免震構造の魅力～
【日本語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD 約9分】

￥2,000
￥2,500

※Academy
￥1,500

2005年8月

大地震に備える
～免震構造の魅力～
【英語・DVD】

【ナレーション・字幕/英語】
免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの

【DVD 約9分】

￥1,500
￥2,000

※Academy
￥1,000

2006年11月
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地震から建物を守る免震
【和文、英文版】

考え方・進め方免震建築

免震構造施工標準
－2009－

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説

【日本建築センター】

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説（戸建て免震
住宅） 【日本建築センター】

耐震改修ガイドライン
【日本建築防災協会】

RESPONSE CONTROL AND
SEISMIC ISOLATION OF
BUILDINGS 【Taylor＆Franis】

免震建築の普及のため一般向けに免震構造を説明したカラーパンフレット
【A5版・6頁】 2009年9月

50部まで無料
（50部以上
1部￥100）

¥2,600

¥2,940

¥2,100

¥2,500

¥3,500

¥4,000

¥3,550

¥4,100

¥3,800

¥4,500

¥5,500

非売

2005年5月

2009年8月

2001年5月*1

2006年2月*1

2006年6月*2

2006年12月

建築家、建築構造技術者など免震建築の関係者対象の技術書。
Q＆A方式で、免震建築全般にわたり、免震の基本から計画・設計・施工・維持管理など
幅広く解説 【A5版・200頁】

免震構造の施工に関する標準を示すもので免震部建築施工管理技術者必携のもの
【A4版・110頁】

「免震告示（免震建物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準（平成12年建設省告示
第2009号））」に関する解説書

【A4版・216頁】

主に戸建て免震住宅に関して平成16年国土交通省告示第1160号により改正された「免震
告示」の解説書

【A4版・195頁】

既存の主としてRC造建築の免震構法・制震構法を用いて耐震改修する際の手引書
【A4版・129頁】

各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹介、免震建物の地震応答観測結果、装置の
紹介、各国の設計例データシートなどが示されている。（英語版）

【B5版・397頁】

*1 協会の販売は2006年5月～　　　*2 協会の販売は2006年10月～

協会編集書籍のご案内（他社出版）
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